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設置の趣旨等を記載した書類 

 

1. 理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程設置の趣旨及び必要性 

1.1 理工学研究科の沿革 

南山大学がある中部地区における主要産業は工業であり、歴史的に技術者の需要が高

い。南山大学では、地域産業の需要に応えるために、2000 年 4 月に数理情報学部を、

2004 年 4 月に大学院数理情報研究科をそれぞれ設置し、理工系技術者の育成を行って

きた。設置後も、理工系技術者のための新しい教育方法を恒常的に模索し、継続的に教

育課程や組織を見直すことで、現在は理工学部及び大学院理工学研究科を有するに至っ

ている。数理情報学部及び数理情報研究科の設置から、現在の理工学部及び理工学研究

科に至るまで、ともに 100％近い就職率を達成しており、就職先は地域主要産業の製造

業と情報通信業が 7 割以上である。このことは、理工学部及び理工学研究科の教育課程

が、地域の人材需要に応え続けてきたことの表れである。 

この間、理工学部と理工学研究科では改組や教育課程の再編成などを通じ、絶え間な

い変革を行ってきた。その理由は、工業製品がその開発に必要とされる技術とともに絶

えず変容していることにある。技術の変容に伴い、求められる人材も変容する。当然、

人材育成に適した教育環境もまた発展させる必要がある。特に、近年、工業製品は高度

に複雑化しており、一つの製品であっても、それを作成するのに必要な技術は多分野に

渡る。複数の技術を有機的に統合して製品がはじめて完成することから、研究科の教育

においても専攻間の相互補完性を強化し、学際的な内容を学ぶことができる体制を調え

ることが必要である。それを実現するために設置されたのが、現在の理工学研究科であ

る。 

 

1.2 データサイエンス専攻博士前期課程設置の背景と必要性 

①開発工程支援技術と特定製品開発支援技術 

理工学研究科では、開発工程支援技術と位置づける情報技術や数理技術、ならびに、

特定製品開発支援技術と位置づける機械工学や電子工学の有機的な統合を目指した教

育課程を編成している。開発工程支援技術は、適用範囲を特定の工業製品に限定せず、

多種多様な工業製品について、その開発工程を可視化、効率化、自動化するため等に利

用される。一方、機械工学や電子工学は、特定の製品や機能を実現するために発展して

きた技術であることから特定製品開発支援技術と呼ぶ。高度に複雑化する工業製品の開

発では、製品の機械的・電子的な基本機能は当然のこと、付加価値となる機能の組み込

み、また、生産性や保守性・拡張性なども考慮する必要がある。すなわち、開発工程支

援技術と特定製品開発支援技術を結びつけられる能力を持つ人材が求められている。理

工学研究科では、このような時代の要請に応えることを趣旨とした教育を実践してきた。 

この理工学研究科に、新たにデータサイエンス専攻博士前期課程を設置しようとする
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背景には、これまでシステム数理専攻博士前期課程が主に教育を担ってきた数理技術を

取り巻く環境の劇的な変化がある。数理技術は開発工程支援技術と位置づけることがで

きるが、支援対象である開発工程は、それを通じて作り出される製品の進化とともに、

急速に多様化し複雑化している。統計学やオペレーションズ・リサーチなどの数理技術

は、応用領域の問題を抽象化するにあたって、原理を重視して問題を記述し解決する、

いわば決定的な方法である。高度に多様化・複雑化する開発工程を支援するには、この

ような方法では十分に対応できない。情報技術と電子工学の発展により、人間のあらゆ

る社会活動がデータとして取得、処理されるようになったことで、多様性を持つビッグ

データの存在が一般化している。現在のこのような技術環境においては、高次の抽象レ

ベルでは同じ一つの問題であっても、個別の状況に応じた低次の抽象化を選択する必要

があり、それに基づいて、状況に応じた解の提示を可能とする、いわば非決定的な問題

解決方法が求められるようになっている。つまり、工業製品の開発には、決定的な問題

解決方法である数理技術と、非決定的な問題解決手法である人工知能技術とを有機的に

組み合わせることが求められていると言える。 

 

②数理技術と人工知能技術の組み合わせの重要性 

人工知能技術は、スマートフォンのバッテリー管理のように、ユーザの利用方法にも

適応できるような、知性とも言える機能をもたらす技術と広く認識されるに至っている。

機械学習をはじめとする人工知能技術は、知的工業製品に組み込む要素技術の一つとし

て重要性が増している。ビッグデータ解析技術は、個人の嗜好に合わせた広告表示や個

人の症例に合わせた治療薬の提案など、特にサービス分野において活用されるようにな

っている。膨大なデータを取得・蓄積することが可能となった現代において、個別のデ

ータが持つ特異性にまで着目した分析が不可欠となっている。人工知能技術及びビッグ

データ解析技術の一般化は、数理技術がすでに多くの他分野技術と融合していることも

意味する。適用先が個々の利用者にまで広がった結果、数理技術もまた様々な端末製品

に機能として組み込まれることになる。高機能と高付加価値の追求において、数理技術

が他分野技術と連携・統合を果たす必要性は、ますます大きくなっている。 

さらに、知的工業製品の開発工程を知的に支援することにも人工知能技術を用いたビ

ッグデータ解析技術の適用が進んでいる。これまで、統計学、オペレーションズ・リサ

ーチなどの数理技術は開発工程を効率化するために主に活用されてきた。特に省人化を

進める過程で、人工知能技術が人に代わる機能を提供し、工業製品の開発工程を知的に

支援するための要素技術の一つとして確立されてきた。これまでの数理技術に人工知能

技術を組み合わせ、特定の製品領域における開発工程の知識を与えることで、その領域

の開発工程を知的に支援するための技術が構成されている。ビッグデータの時代におい

て、人工知能技術が数理技術の一つとして台頭したのは、これまでの数理技術にはない

機能を提供するからであり、結果として、数理技術全体の適用範囲を広げ、数理技術が
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持つ、工業製品を開発するというベースレベルの問題解決のための要素技術としての重

要性と、工業製品開発工程を支援するというメタレベルの問題解決のための要素技術と

しての重要性の双方を高めることになった。 

 

③データサイエンス専攻博士前期課程設置の必要性 

理工学研究科システム数理専攻博士前期課程ではこれまで、不確実な将来の社会及び

科学技術の発展に柔軟に対応するために、問題解決の方法を構成するためのメタレベル

の数理技術、及び個々の領域の問題を解決するためのベースレベルの数理技術の両方の

能力を涵養する教育課程を構築してきた。具体的には、統計学やオペレーションズ・リ

サーチの知識・技術を中心に教授することで、実社会の問題に対して、データを分析し、

その結果に基づいて数理モデルを構築し、最適化技術等を用いて問題を解決する能力を

主に涵養してきた。このような能力は、これまでも様々な産業分野で必要とされた能力

であり、今後も必要な能力であることに変わりはない。 

情報技術や電子工学の発展により、身の回りにデータが溢れるようになった現代にお

いては、統計学及びオペレーションズ・リサーチなどの数理技術に加え、近年急速に発

達してきた深層学習を含む人工知能技術を修得することで、ビッグデータ解析技術を組

み込んだ知的工業製品の開発や、その開発工程をも知的に支援することができなくては

ならない。工業製品開発と、その開発工程の支援に知的機能を組み込むという変革の中

心をなす数理技術と人工知能技術の組み合わせをデータサイエンスとして捉え、その社

会的需要の高さを踏まえれば、それを教授するデータサイエンス専攻が理工学研究科に

必要である。 

数理技術による開発工程支援技術は、政府による「第 5期科学技術基本計画」＜資料

01＞で謳われた超スマート社会(Society 5.0)においても、知的工業製品を開発するた

めに必要な基盤技術として挙げられている。また、「未来投資戦略 2018―『Society 5.0』

『データ駆動型社会』への変革―」＜資料 02＞や、中央教育審議会による「2040 年に

向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」＜資料 03＞、経済産業省による「第 4次

産業革命への対応の方向性（領域横断型の検討課題：人材・教育）」＜資料 04＞におい

ても、これらの技術を具備した人材を育成することが求められている。また、「AI 戦略

等を踏まえた AI 人材の育成について」＜資料 05＞においては「AI×専門分野」を備え

た人材育成の重要性が指摘されている。 

経済産業省の「IT 人材需給に関する調査（概要）」においては、IT 人材の需給ギャッ

プが 2030 年に約 45 万人に達するという予測となっている(＜資料 06＞表 1)。特に AI

人材については 12.4 万人の需給ギャップが生じるであろうという予測がなされている

(＜資料 06＞表 5)。独立行政法人情報処理推進機構社会基盤センターの「IT 人材白書

2020」によれば、2019 年度の IT 企業への調査から、IT 人材の“質”に対する不足感が

「大幅に不足している」と回答した従業員数 1,001 名以上企業の割合は 48.3%となり、
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前年度から 10.2 ポイント上昇している（＜資料 07＞図表 1-1-1）。 

IT 人材の“量”に対する過不足感についても、2019 年度調査では IT 企業の「大幅に

不足している」の回答の割合が上昇しており、特に 301 名以上 1,000 名以下の IT 企業

では 9.3 ポイント上昇している（＜資料 07＞図表 1-1-6）。 

また、先端 IT 技術者のデータサイエンス及び AI・人工知能技術に関する関心は、「あ

る程度修得している」と「これから修得する予定である」の割合はともに 40％程度であ

り、他の IT 技術よりも高い関心が示されている。また、先端 IT 従事者の「業務上必要

な技術があれば業務外でも修得する」と回答した割合が 53％となっており、先端 IT 非

従事者よりも技術習得意欲が 20％以上高い。さらに、先端 IT 従事者のスキルアップの

月当たり自己負担額は平均 12,780 円であり先端 IT 非従事者の 3,920 円よりもかなり

高い金額となっている（＜資料 07＞図表 1-1-16、図表 1-1-17、図表 1-1-18）。これら

のことはデータサイエンス・人工知能技術について、IT 技術者を中心として社会人の

学びなおし需要がかなり高いことを示している。 

愛知県が策定した「あいち ICT 戦略プラン 2020」＜資料 08＞や東海産業競争力協議

会からの「『Society 5.0』の実現に向けた東海地域の産業競争力強化戦略」＜資料 09

＞では、県が取り組むべき課題解決のために ICT スキルを持つ人材の育成が重要である

ことが記述されている。経済産業省中部経済産業局による「IT ものづくりブリッジ人

材(A タイプ)産学連携カリキュラム」＜資料 10＞では、東海地域や愛知県においても IT

等の専門人材の不足が深刻化する中、東海地域のものづくり企業は 5 年先を見据えた人

手不足の主な対応策の一つとして、AI や IoT 活用による対応策を挙げる企業が多く、

東海地域に求められる IT 人材を「IoT、AI 等を活用して課題解決・価値創造できる人

材すなわち「IT ものづくりブリッジ人材」の育成に関する取り組みを始めていること

が報告されている。 

中部地区とその周辺の情報工学を教育する大学院はいくつかありそれらの入学定員

は＜資料 11＞に示すとおりとなっているが、データサイエンスや人工知能を総合的に

取り扱う大学院は量的にも質的にも十分とは言い難い。これらのことは、南山大学理工

学研究科にデータサイエンス専攻博士前期課程設置の必要性が十分にあることを示し

ている。 

 

④データサイエンス専攻博士前期課程の設置時期について 

南山大学では 2021 年 4 月に理工学部データサイエンス学科を発足させたが、その完

成年度を待たずして、2 年前倒しで 2023 年 4 月に理工学研究科データサイエンス専攻

博士前期課程を設置する理由は、先に述べた通り、システム数理専攻博士前期課程が主

に教育を担ってきた開発工程支援技術の中核である数理技術に対して、社会の需要が急

速に高まり、それに伴い、先進的な数理技術まで修得した人材の育成を目的とした大学

院教育が社会から喫緊性をもって求められていることにある。これまでも地域産業の需
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要に応えるために変革してきたように、データサイエンス専攻博士前期課程の設置によ

って、このような社会要請に早急に応える必要がある。理工学部の完成に先行すること

になるが、データサイエンス専攻博士前期課程の教育は、これまでのシステム数理専攻

博士前期課程の教育を発展させるものであるから、人材育成の基本方針には共通する部

分が多い。また、教育課程の接続性の観点からも、既存の理工学部システム数理学科を

改組し、令和 3年 4 月から教育・研究を開始した理工学部データサイエンス学科及び理

工学部既存の 3 学科の在学生が卒業後にデータサイエンス専攻博士前期課程へ進学す

ることに支障はなく、在学生の中には進学の需要も十分に存在する。また、データサイ

エンスへの社会的要請の高まりに鑑みれば、既存 3学科を卒業した社会人等の学び直し

需要の受け皿としての機能も大いに期待できる。 

 

＜資料 01＞ 第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年 1 月 22 日 閣議決定） 

＜資料 02＞ 未来投資戦略 2018―「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革―

（平成 30 年 6 月 15 日 閣議決定） 

＜資料 03＞ 2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）（平成 30 年 11 月

26 日 中央教育審議会） 

＜資料 04＞ 第 4 次産業革命への対応の方向性（領域横断型の検討課題：人材・教

育）（平成 28 年 1 月 経済産業省経済産業政策局） 

＜資料 05＞ AI 戦略等を踏まえた AI 人材の育成について (令和元年 11 月 1 日 文

部科学省)  

＜資料 06＞ IT 人材需給に関する調査（概要）（平成 31 年 4 月 経済産業省情報技

術利用促進課） 

＜資料 07＞ IT 人材白書 2020（2020 年 8 月 31 日 独立行政法人情報処理推進機構

社会基盤センター） 

＜資料 08＞ あいち ICT 戦略プラン 2020（2020 年 3 月一部改正 愛知県） 

＜資料 09＞ 「Society 5.0」の実現に向けた東海地域の産業競争力強化戦略（2019

年 5 月 東海産業競争力協議会） 

＜資料 10＞ 「IT ものづくりブリッジ人材(A タイプ)」産学連携カリキュラム（令

和 2 年 5 月 中部経済産業局） 

＜資料 11＞ 類似する近隣等の大学院・研究科・専攻における入学定員（2021 年度） 

 

1.3 データサイエンス専攻博士前期課程の目的 

理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程では、システム数理専攻博士前期課

程での教育を発展させた教育課程を提供することで、数理技術と人工知能技術を併せ持

つデータサイエンス人材養成に対する社会的要請に応える。すなわち、これまでシステ

ム数理専攻の教育において開発工程支援技術と位置づけてきた統計学やオペレーショ
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ンズ・リサーチに加え、近年、急速に需要が高まった人工知能技術やビッグデータ解析

技術の修得を可能とする。この教育課程により、各数理技術の特長を理解した上で、よ

り適切な数理技術を活用して、問題の発見や解決に貢献できる能力を備えた人材を育成

する。また、時代の変化の激しさから、新しい価値を持つ新しい手法や技術を適宜開発

できる能力も涵養する。さらに、他分野技術との統合が必定となった今、他分野の特長

を考慮した上で、多様な技術を組み合わせて新たな価値を持つ手法や技術を開発できる

能力も培う。 

データサイエンス専攻博士前期課程が研究対象とする中心的な学問分野は、統計学や

オペレーションズ・リサーチに加え、機械学習や深層学習に代表される人工知能である。 

 

1.4 データサイエンス専攻博士前期課程で育成する人材像 

データサイエンス分野の高度技術人材に対する社会的要請を踏まえ、理工学研究科デ

ータサイエンス専攻博士前期課程で育成する人材像を次の通り定める。 

①データサイエンスを活用して問題解決策を提案できる人材の育成 

データサイエンス専攻博士前期課程では、確かな数学的素養の上に、主専門領域とし

て、データサイエンスの数理技術を開発工程支援技術として修得して、高度技術社会で

これらをあらゆる場面で柔軟に適切に活用して問題解決策を提案できる高度の専門的

職業人を育成する。 

 

②多様な技術を組み合わせて新たな価値を持つ手法や技術を開発できる人材の育成 

多様な技術を組み合わせるために基軸となる数理技術であるオペレーションズ・リサ

ーチや統計学を修め、さらに、近年進展の著しい、機械学習や深層学習などの人工知能

技術を身に付けた人材を育成する。副専門領域を中心に他分野の特徴を把握した上で技

術統合や技術開発の必要性を認識し、数理技術と多様な技術を組み合わせて新たな価値

を持つ手法や技術を開発できる人材を育成する。本専攻で育成する人材像と前節で述べ

た設置の目的との関係を「データサイエンス専攻博士前期課程設置の概念図」＜資料 12

＞に示す。 

本専攻で育成する人材は、製造業のみならず、IT、公共分野などの多様な組織体にお

いて問題の発見から解決までの過程にデータサイエンスを適用できる人材となる。この

人材像は、日本学術会議総合工学委員会工学基盤における知の統合分科会による報告

「『知の統合』の人材育成と推進」＜資料 13＞、内閣府による「統合イノベーション戦

略 2021」＜資料 14＞、総務省による「令和 3 年度版 情報通信白書」＜資料 15＞をは

じめ、様々な報告書等において言及されている、 

・ICT、IoT 技術の教育、 

・Π型人材の育成、 

の実践と対応する。Π型人材の育成はデータサイエンスの数理技術を開発工程支援技術
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として修得して、高度技術社会でこれらをあらゆる場面で柔軟に適切に活用して問題解

決策を提案できる高度の専門的職業人の育成と同義である。データサイエンスを基盤と

して技術適用能力を涵養し、IoT 技術の二本の柱である電子情報工学と機械システム工

学にかかる問題を具体的な教育題材にすることも通じて技術統合能力と技術創造能力

を培うことで、Π 型人材を育成する。 

 

＜資料 12＞ データサイエンス専攻博士前期課程設置の概念図 

＜資料 13＞ 報告 「知の統合」の人材育成と推進（平成 29 年 9 月 20 日 日本学術会

議 総合工学委員会 工学基盤における知の統合分科会） 

＜資料 14＞ 統合イノベーション戦略 2021 (令和 3 年 6 月 18 日 閣議決定) 

＜資料 15＞ 令和 3 年度版情報通信白書（総務省） 

 

1.5 データサイエンス専攻博士前期課程の特色 

①数理技術に基づくデータサイエンス教育 

理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程は、ここまでに説明したデータサイ

エンスに対する人材の必要性を踏まえて、理工学研究科システム数理専攻博士前期課程

が実践してきた開発工程支援技術を身に付けさせるための教育・研究を継続・発展させ

る。すなわち、データサイエンスを構成するメタレベル数理技術の中核を成す数学的素

養を引き続き重視して涵養する。さらに、この数学的素養の上に、システム数理専攻博

士前期課程が開発工程支援のための数理技術として位置づけてきた統計学とオペレー

ションズ・リサーチに加え、人工知能技術を教授する教育課程を編成する。いわゆる文

理融合型のデータサイエンス教育とは一線を画し、あらゆる分野に適用可能なかたちで

メタレベル数理技術の教育を行い、これらをさまざまな分野や技術へ展開できる能力を

涵養する。 

データサイエンスの開発工程支援技術とは、数理技術(オペレーションズ・リサーチ

及び統計学)と深層学習・人工知能技術の組み合わせであり、この組み合わせによって

問題解決過程・工程の科学的な支援を行う。 

 数理技術を用いた実社会の問題の解決には、その根幹に数理モデルの作成が必要であ

る。実社会の問題は、抽象化されて数理モデルとなってはじめて数理技術が適用できる

のであり、統計学やオペレーションズ・リサーチには、このような数理モデルの作成に

ついて、長年に渡って蓄積されてきた知識・技術がある。これらを、まず身に付けるこ

とが、数理技術を活用する能力を涵養する上で重要であると考える。 

 

②人工知能技術の重要性 

続いて、機械学習や深層学習に代表される人工知能技術や、ビッグデータ解析技術と

いった昨今、広く一般社会において需要が高まっている数理技術を修得させる。これら
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の数理技術の重要性は前節で述べたとおりである。機械学習や深層学習には、オペレー

ションズ・リサーチで培われてきた最適化手法が応用されている。また、ビッグデータ

解析技術の成り立ちは、それまでに統計学やオペレーションズ・リサーチで培われてき

た手法のうち、ビッグデータにも適用可能な手法の見直しと集約にある。つまり、ビッ

グデータ解析技術は、統計学やオペレーションズ・リサーチをメタレベル技術と位置づ

けた時の応用例である。このような数理技術間の関係性を踏まえたうえで、統計学やオ

ペレーションズ・リサーチに続いて人工知能技術やビッグデータ解析技術を修得するこ

とが望ましい。このようにすることで、統計学とオペレーションズ・リサーチの立場か

ら人工知能技術やビッグデータ解析技術の手法を解釈することができ、また、その逆も

可能であり、実社会の問題解決において、各数理技術の特長を理解し、適切な数理技術

を選択できる能力を持った人材となる。 

 

③演習を通じた実問題への理論の適用 

各数理技術を修得するのに並行して、演習などによって、実際の問題に数理技術を適

用する機会を設け、実際に問題を解決するためには、適切な数理技術を選択する必要が

あることや、複数の数理技術を組み合わせる必要があることを実践的に学ぶ。そのため

には、取り組む問題として、複数の数理技術が適用可能な問題や、解決に複数の数理技

術を必要とする問題を用意する。また、得られた解決策を反芻し、特に、解決策が社会

にもたらす影響について考察し、数理技術の有用性を理解する。これにより、社会の要

求に照らして技術を評価する能力が涵養される。さらに、博士前期課程の研究課題とし

て、既存手法では不十分であり、改良や新たな手法まで考える必要がある問題に取り組

むことで、社会の必要性に応えた新たな価値を持つ数理的手法や技術を開発する能力を

持った人材を育む。 

 

④副専門領域の導入 

以上に加えて、これまでに理工学研究科の教育基盤として成熟させてきた学際的に他

分野を学ぶことができる教育環境を、副専門領域の導入により、一段と昇華する。副専

門領域は、情報技術、機械工学、電子工学から選択する。副専門領域の特徴を把握する

ために、副専門領域科目の履修によってその基礎を学び、その後、データサイエンス演

習を通じて、副専門領域から提示された問題に対して、数理技術を適用した解決に取り

組む。これにより、他分野の特徴を把握した上で、数理技術に対して、多様な技術を組

み合わせて新たな価値を持つ手法や技術を開発できる能力を涵養する。このような人材

は、多様な分野でデータの活用法等を提案できる人材となり、Society 5.0 にもあるよ

うなデータ駆動型社会の実現を担う人材にもなり得る。 
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1.6 データサイエンス専攻博士前期課程のディプロマ・ポリシー 

以上の特色を踏まえて、理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程のディプロ

マ・ポリシーを次のように定める。 

<データサイエンス専攻博士前期課程のディプロマ・ポリシー> 

データサイエンス専攻博士前期課程では、以下の能力を身につけた者に修士（データサ

イエンス）の学位を授与します。 

① データサイエンスを構成する種々の数理技術の特長を理解し、問題の性質に応じ

て、適切な数理技術を選択、もしくは、組み合わせることで、問題を合理的かつ効

果的に解決することができる能力 

② 社会の要求に照らして技術を評価し、必要性に応えた新たな価値を持つ数理的手法

や技術を開発する能力 

③ 他分野の特徴を把握した上で、数理技術に対して要素技術として要求される役割を

理解し、多様な技術を組み合わせて新たな価値を持つ手法や技術を開発できる能力 

 

データサイエンス専攻博士前期課程では、確かな数学的素養の上に、主専門領域として、

様々な特長や価値を持った数理技術としてオペレーションズ・リサーチ、統計学を修め、

さらに深層学習や人工知能技術について学ぶ。 

これらを開発工程支援技術として、さまざまな場面に柔軟に活用して問題解決策を提

案できる人材を育成する。基礎となる数理技術として、統計学やオペレーションズ・リ

サーチを修め、さらに、社会要求も理解して、人工知能技術やビッグデータ解析技術を

身に付けてさまざまな場面で活用し、問題の発見や解決に貢献できる能力を涵養する。 

当専攻で身に付ける数理技術が活用されている製造業などの業種を中心にして、企

画・計画部門で生産システムの計画や運用を企画・支援する業務従事者や物流システム

管理者となることが想定される。また中部地区の主要産業である輸送機械や、その制御

装置の製造・開発企業などにおいて、製造システムの設計を支援する技術者として貢献

することが期待される。 

 

2. データサイエンス専攻博士後期課程設置の構想 

2023 年 4 月に理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程を設置した後、2025

年 4 月に同専攻の博士後期課程を設置する構想がある。 

 

3. データサイエンス専攻博士前期課程の名称及び学位の名称 

本専攻では、さまざまな分野への適用を前提とした開発工程支援技術として位置づけ

てきた統計学やオペレーションズ・リサーチに、近年急速に発展した機械学習と深層学

習に代表される人工知能を組み合わせることで、構成・統合される数理技術の技術群を

データサイエンスとして捉え、これを教授し、ディプロマ・ポリシーに掲げた 3 つの能

力を涵養する。そのため以下の専攻名称と学位名称を採用する。 
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理工学研究科 データサイエンス専攻 

英訳名称：Graduate Program of Data Science 

 

学位名称 修士（データサイエンス） 

英訳名称：Master of Data Science 

 

4. 教育課程の編成の考え方及び特色 

4.1 データサイエンス専攻博士前期課程における科目の編成の考え方と特色 

理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程では、ディプロマ・ポリシーに示す

能力を養成するために、データサイエンスに関する研究科共通科目、基礎科目、専攻科

目、研究指導科目、副専門領域科目から成る教育課程を編成する。 

これまで応用数学として広く社会の問題解決に利用されてきたオペレーションズ・リ

サーチと統計学に近年急速に発展した機械学習、深層学習などの人工知能を加えた学問

分野を教育研究の柱となる領域（専攻分野）とする。 

研究科共通科目では、研究倫理、研究の進め方、技術コミュニケーションに関する能

力を涵養する。基礎科目では、データサイエンスの基礎となる数学について理学的素養

を培うとともに、データサイエンスを実践していく上で重要な数理モデル化の能力を涵

養する。専攻科目では、データサイエンスを活用して問題を合理的かつ効果的に解決す

ることができる能力と、データサイエンスの有用性を認識し、技術を評価する能力を涵

養する。研究指導科目では、取り組む問題に適した数理技術を選択することや複数の数

理技術を組み合わせて解決することを学び、さらに技術を評価して新たな価値を持つ数

理的手法を開発する能力を涵養する。副専門領域科目では、他分野の基礎を学ぶことで

他分野の特徴を理解し、他分野において、多様な技術を組み合わせて新たな価値を持つ

手法や技術を開発できる能力を涵養する。 

ディプロマ・ポリシーに示す能力を醸成しているかとの観点から、特に問題を合理的

かつ効果的に解決することができる能力と数理技術に対して要素技術として要求され

る役割を理解する能力を中心に評価する。 

 

4.2 データサイエンス専攻博士前期課程の科目の編成の考え方とカリキュラム・ポリ

シー 

前節で説明した考え方及び特色を踏まえ、データサイエンス専攻博士前期課程のカリ

キュラム・ポリシーを次のように定める。 

<データサイエンス専攻博士前期課程のカリキュラム・ポリシー> 

データサイエンス専攻博士前期課程では、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力を養成す

るために、研究科共通科目、および、基礎科目・専攻科目・研究指導科目・副専門領域
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科目からなる専門科目を配置し、以下の考えに基づく教育課程を編成しています。 

① 研究科共通科目では、研究の進め方に関する基礎的能力を涵養し、さらに研究倫理

についても学びます。 

② 基礎科目では、データサイエンスの基礎となる数学について理学的素養を培うとと

もに、統計学とオペレーションズ・リサーチについて修得し、データサイエンスを

実践していく上で重要な数理モデル化の能力を涵養します。 

③ 専攻科目には、様々な数理技術においても活用されている最適化手法や、統計学と

の関連を中心にしたビッグデータ解析技術、人工知能技術の代表例である機械学習

を学ぶ科目を配置し、データサイエンスを活用して問題を合理的かつ効果的に解決

することができる能力を涵養します。さらに、他分野から提示された問題を、オペ

レーションズ・リサーチ、統計学・ビッグデータ解析、機械学習の手法を用いて解

決することを実践する中で、データサイエンスの有用性を認識し、技術を評価する

能力を涵養します。 

④ 研究指導科目では、演習を通して、実際の問題の解決に取り組む中で、問題の性質

に基づき、取り組む問題に適した数理技術を選択することや、複数の数理技術を組

み合わせて解決することを学び、さらに、最終的な研究課題には、既存手法の改良

や新たな手法の開発が必要な課題を選択し、その解決に取り組むことで、技術を評

価し、新たな価値を持つ数理的手法を開発する能力を涵養します。 

⑤ 副専門領域科目では、他分野の基礎を学ぶことで他分野の特徴を理解し、他分野に

おいて、多様な技術を組み合わせて新たな価値を持つ手法や技術を開発できる能力

を涵養します。 

⑥ ディプロマ・ポリシーに示す能力を醸成しているかとの観点から、問題を合理的か

つ効果的に解決することができる能力と、数理技術に対して要素技術として要求さ

れる役割を理解する能力を涵養します。 

⑦ 学修成果の評価は、授業科目ごとに定める到達目標及び評価基準に応じ、試験やレ

ポートなどを通して達成度に基づき行います。 

 

ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーとの関係図及びカリキュラムマップを

＜資料 16＞＜資料 17＞に示す。 

 

＜資料 16＞ 理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程のディプロマ・ポリシ

ーとカリキュラム・ポリシー（科目群）の対応関係図 

＜資料 17＞ 理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程 カリキュラムマップ 
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4.3 データサイエンス専攻博士前期課程の科目の編成 

①科目編成 

このカリキュラム・ポリシーに基づいて、具体的には、以下の科目編成を行う。 

データサイエンス専攻博士前期課程では、ディプロマ・ポリシーに挙げる 3 つの能力

を涵養するための教育課程を提供する。括弧内の数字は単位数と開講学年およびクォー

ターである。 

・研究科共通科目 

アカデミックリテラシー(2) <1 年 Q3> 

・基礎科目 

オペレーションズ・リサーチ概論(2) <1 年 Q1> 

数理統計学概論(2) <1 年 Q1> 

データサイエンスの数理(2) <1 年 Q1> 

・専攻科目 

    最適化手法研究(2) <1 年 Q2> 

ビッグデータ解析研究(2) <1 年 Q2> 

機械学習研究(2) <1 年 Q3> 

深層学習研究(2) <1 年 Q4> 

データサイエンス演習(オペレーションズ・リサーチ)I（1）<1 年 Q4> 

データサイエンス演習(統計学・ビッグデータ解析)I（1）<1 年 Q4> 

データサイエンス演習(機械・深層学習)I（1）<1 年 Q4> 

データサイエンス演習(オペレーションズ・リサーチ)II（1）<2 年 Q1> 

データサイエンス演習(統計学・ビッグデータ解析)II（1）<2 年 Q1> 

データサイエンス演習(機械・深層学習)II（1）<2 年 Q1> 

・研究指導科目 

研究指導 IA(1) <1 年 Q1> 

研究指導 IB(1) <1 年 Q2> 

研究指導 IC(1) <1 年 Q3> 

研究指導 ID(1) <1 年 Q4> 

研究指導 II(1) <2 年 Q1> 

研究指導 III(1) <2 年 Q2> 

研究指導 IV(1) <2 年 Q3> 

研究指導 V(1) <2 年 Q4> 

・副専門領域科目 

ソフトウェア工学概論(2) <1 年 Q1> 

システム工学概論(2) <1 年 Q1> 

通信プロトコル研究(2) <1 年 Q2> 
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制御論研究(2) <1 年 Q2> 

ソフトウェア生産管理研究(2) <1 年 Q4> 

組込みシステム工学研究(2) <1 年 Q4> 

 

②研究科共通科目 

研究科共通科目「アカデミックリテラシー」(2)により、研究の進め方（技術コミュ

ニケーション、文献調査、論文の作法）、プレゼンテーションなどを学び、加えて技術

コミュニケーション能力の基礎となる語学力も修得する。また、ビッグデータの取り扱

いについては倫理教育が重要であるからこの科目で教育する。研究科共通科目は、ディ

プロマ・ポリシーに掲げた 3つの能力の特に①の能力を醸成する。 

 

③基礎科目 

基礎科目と専攻科目、研究指導科目、副専門領域科目を通してディプロマ・ポリシー

に挙げられた能力を修得する。 

基礎科目には、データサイエンスを構成する種々の数理技術の基礎となる数学につい

て理学的素養を涵養するとともに、問題解決の方法を構成するための数理技術（オペレ

ーションズ・リサーチ、統計学）と近年目覚ましい進展がみられる機械学習、ビッグデ

ータ解析、深層学習などの数理技術を俯瞰するために、「データサイエンスの数理」(2)

を配置する。この他に基礎科目には、「数理統計学概論」(2)と「オペレーションズ・リ

サーチ概論」(2)を配置し、問題解決の方法を構成するためのコアとなる数理技術とし

て統計学とオペレーションズ・リサーチを修得するとともに、実際の問題に数理技術を

適用していく上で重要な数理モデルを作成する能力を身に付ける。これら基礎科目は、

ディプロマ・ポリシーに掲げた 3つの能力の基礎的素養となる能力を醸成する。 

 

④専攻科目 

専攻科目には、個々の領域の問題を解決するためのより発展的な数理技術を修得する

ために次の科目を配置する。 

科目群 1：最適化手法研究、データサイエンス演習(オペレーションズ・リサーチ)I、 

データサイエンス演習(オペレーションズ・リサーチ)II 

科目群2：ビッグデータ解析研究、データサイエンス演習(統計学・ビッグデータ解析)I、 

    データサイエンス演習(統計学・ビッグデータ解析)II 

科目群 3：機械学習研究、深層学習研究、データサイエンス演習(機械・深層学習)I、 

データサイエンス演習(機械・深層学習)II 

科目群 1 では、オペレーションズ・リサーチにおける基本的な数理モデルである数理

最適化モデルを解くだけでなく、人工知能技術の一つである機械学習においても利用さ

れる最適化手法を「最適化手法研究」(2)で学ぶ。さらに、「データサイエンス演習(オ
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ペレーションズ・リサーチ)I」(1)、 「同 II」(1)を配置し、他分野から提示された問

題をオペレーションズ・リサーチの手法を用いて解決することを実践的に学ぶ。科目群

2 では、統計学との関連を主軸に、ビッグデータ解析技術を「ビッグデータ解析研究」

(2)により学ぶ。さらに「データサイエンス演習(統計学・ビッグデータ解析)I」(1)、 

「同 II」(1)を配置し、他分野から提示された問題を統計学・ビッグデータ解析の手法

を用いて解決することを実践的に学ぶ。科目群 3では、人工知能技術の代表例である機

械学習を「機械学習研究」(2)で学び、機械学習の中でも近年、画像認識において成功

を収め、画像認識技術の標準にもなりつつある深層学習を「深層学習研究」(2)によっ

て学ぶ。これらの科目によって、種々の数理技術を修得し、データサイエンスを活用し

て問題を合理的かつ効果的に解決することができる能力を涵養する。さらに、「データ

サイエンス演習(機械・深層学習)I」(1)、 「同 II」(1)を配置し、これらの科目では、

他分野から提示された問題を、機械・深層学習の手法を用いて解決することを実践的に

学ぶ。専攻科目のうち講義科目はディプロマ・ポリシーのうち特に①と②、演習科目は

①と③の能力を醸成する。なお、これら専攻科目は理工学研究科の他専攻の学際共通科

目として提供される科目でもある。 

 

⑤研究指導科目 

研究指導科目では、演習の中で、実際の問題に数理技術を適用することを経験する。

その過程では、問題の性質について吟味し、これまでに学んだ数理技術の中で、取り組

む問題に適した数理技術を選択することや、複数の数理技術を組み合わせて解決するこ

とも学ぶ。博士前期課程の研究課題には、既存手法の改良や新たな手法の開発が必要な

課題を選択し、その解決に取り組むことで、技術を評価し、新たな価値を持つ数理的手

法を開発する能力を涵養する。研究指導科目は、ディプロマ・ポリシーのうち特に②の

能力を醸成する。 

 

⑥副専門領域科目 

副専門領域科目には、他専攻のソフトウェア工学専攻からソフトウェア工学分野の基

礎を教授する科目と、機械電子制御工学専攻の科目から、機械システム及び電子情報分

野の基礎を教授する科目を配置し、他分野の特徴を把握する。その中で、他分野におい

て、多様な技術を組み合わせて新たな価値を持つ手法や技術を開発できる能力を養成す

る。副専門領域科目は、ディプロマ・ポリシーのうち特に③に示す能力を醸成する。 

 

5．教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件 

5.1 教育方法、履修指導方法、研究指導の方法 

①入学から修了までの指導プロセス 

データサイエンス専攻博士前期課程では、専攻の教育課程の編成の考え方に従い、研
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究科共通科目により、研究科の基礎となる研究の方法論を教育する。基礎科目では、特

に数学について理学的素養を身に付けさせ、さらに、専攻の基礎的な内容を教育する。

専攻科目、研究指導科目では、専攻の専門的な内容を教育する。専攻科目には演習科目

を配置し、研究科共通科目と基礎科目で学んだ内容の応用力を養う。副専門領域科目の

中に、ソフトウェア工学専攻、機械電子制御工学専攻との学際的科目を配置することで、

数理技術の特定分野への応用を教育する。同時に 1年次の研究指導科目では研究に必要

な基礎的な技術を教育する。2 年次の研究指導科目では、副専門領域科目で学んだ内容

について、ソフトウェア工学専攻と機械電子制御工学専攻から提供を受けた題材につい

ての事例研究を通じて数理モデル化技術を養成する。これにより、最新の理論や成果に

基づいた実践的な能力を養成し、さらに修士論文として成果をまとめることで、専攻の

教育課程の考え方を実現する。 

 

②履修指導の方法と研究指導の方法 

理工学研究科委員会は、出願時に学生が志望した指導教員を承認して、指導教員（主

指導教員）を決定する。副指導教員は学生の研究分野により割り当てられる。副指導教

員は原則として指導教員と同分野の教員である。指導教員は、学生が研究を行おうとす

る研究テーマを踏まえて、適切な研究科共通科目、基礎科目及び専攻科目を選択するよ

う指導し、研究科での研究の基盤となる専門的知識や深い学識を身に付けさせる。研究

指導は、指導教員が副指導教員と協力して行う。研究指導では、修士論文執筆に向けて、

学生の研究の進捗状況に対応して、随時個別に助言を与えながら、先行研究及び関連す

る研究の適切な理解、研究の方法論、論文構成法、研究発表の方法等を含めて指導する。 

 

③指導体制 

 研究指導科目においては、学生が決定した研究テーマでの修士論文の作成を目指して、

指導教員と副指導教員が協力して指導を行う一方で、その他の科目においては、各科目

の担当教員が、修士論文の作成に資するべく、講義及び演習を行う。後者においては、

基礎科目では、データサイエンスの基礎的内容が、専攻科目では、データサイエンスの

より発展的な内容が扱われる。 

 

④ 履修指導・研究指導の具体的な手順・方法（修了までのスケジュール） 

1 年次 Q1,Q2 

・ 指導教員と副指導教員の決定：出願時に学生が志望した指導教員を研究科委員会に

おいて承認し、指導教員を決定する。副指導教員は学生の研究分野により割り当て、

研究科委員会において決定する。 

・ 1 年次生全員を対象としたオリエンテーションの開催。 

 



-設置の趣旨（本文）-18- 

 

1 年次 Q3,Q4 

・ 研究活動の基礎スキルの指導：研究のための文献探索、文書作成、ソフトウェア使

用方法習得など研究活動の基礎となるスキルについて指導する。 

 

2 年次 Q1,Q2 

学位論文計画書等の提出：指導教員の承認を得て学位論文計画書等（論文の主題とその

研究計画書）を提出する。学位論文計画書は研究審査委員会により研究倫理審査の要否

について判断を受けなければならない。 

 

2 年次 Q3 

・ 中間審査：修士論文等を提出しようとする者は、本研究科の定める所定の時期に中

間審査を受けなければならない。 

 

2 年次 Q4 

・ 修士論文等の提出：修士論文等を提出する。 

・ 修士論文等の審査と最終試験：修士論文等の審査と最終試験は、研究科委員会にお

いて学位審査委員会を設けて行う。最終試験は、論文審査の終了後、口頭で行う。

ただし、筆答試験を併せて行うことがある。 

・ 学位の授与：研究科委員会の報告に基づき、学位が授与される。 

 

なお理工学研究科では 9 月入学を実施しており、データサイエンス専攻博士前期課程で

も同様に 9月入学を実施する。以上①，②，③，④についても 4月入学生と同様とする。 

 

＜資料 18＞ 理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程における修了までのス

ケジュール表 

 

5.2 データサイエンス専攻博士前期課程の修了要件 

ア）研究科共通科目から 2単位以上修得しなければならない。 

イ）データサイエンス専攻の基礎科目から 4単位以上修得しなければならない。 

ウ）次の条件を満たすように、データサイエンス専攻の専攻科目から 10 単位以上と副

専門領域科目から 4 単位以上修得しなければならない。 

  ・専攻科目の下記 3つの科目群から 2つを選択し、選択した 2 つの科目群に 

   含まれるすべての科目の単位を修得している。 

       科目群 1 

         最適化手法研究、データサイエンス演習(オペレーションズ・リサーチ)I、デ

ータサイエンス演習(オペレーションズ・リサーチ)II 
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       科目群 2 

         ビッグデータ解析研究、データサイエンス演習(統計学・ビッグデータ解析)I、

データサイエンス演習(統計学・ビッグデータ解析)II 

       科目群 3 

         機械学習研究、深層学習研究、データサイエンス演習(機械・深層学習)I、デ

ータサイエンス演習(機械・深層学習)II 

エ）ア）の 2 単位とイ）の 4 単位とウ）の 14 単位を含めて、理工学研究科の科目（研

究指導科目を除く）から 22 単位以上を修得しなければならない。 

オ）データサイエンス専攻の研究指導科目から 8単位を修得しなければならない。 

カ）計 30 単位以上を修得し、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終

試験に合格しなければならない。目的に応じ適当と認められるときには、特定の課題に

ついての研究の成果の審査をもって代えることができる。 

 

＜資料 19＞ 履修モデル 

 

5.3 他大学における授業科目の履修等について 

他大学における授業科目の履修等について、現在、理工学研究科では、名古屋大学大

学院情報学研究科と単位互換に関する協定を結んでおり、相互に他大学院で授業が履修

できる体制がある。データサイエンス専攻博士前期課程についてもこれを継続し、数理

技術に関する幅広い知識を身に付けるためのよき機会として活用したい。また、「大学

院設置基準の一部を改正する省令」（令和 2年文部科学省令第 24 号）に基づき、履修要

項を改正して、他大学院の単位互換や入学前の既修得単位の認定の柔軟化を行っている。 

 

＜資料 20＞ 名古屋大学大学院情報学研究科と南山大学大学院理工学研究科との間に

おける単位互換に関する協定書 

 

5.4 学位論文審査体制 

以下のような体制で学位論文の審査を行い、審査の厳格性及び透明性を確保する。 

①中間報告の後、学位審査委員会を構成する。学位審査委員会は、研究科委員会で選出

された、指導教員及び副指導教員を含む、博士前期課程研究指導担当教員 3 名以上の学

位審査委員で構成され、学位審査を行う。審査委員会の主査は指導教員及び副指導教員

以外から選び、また、中間審査及び最終審査は公開で行い、透明性と公平性を保証する。

審査委員会は、必要に応じて本研究科所属教員以外の当該分野の専門家に審査委員を依

頼することができる。論文の可否の原案は審査委員会が作成し、研究科委員会で可否を

決定する。 

② 学位審査を通過し、学位を授与した修士論文については、副本を図書館に寄贈する
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とともに、理工学研究科の Web ページで論文の要旨を公開する。 

 

5.5 学位論文に係る評価 

修士論文は、専攻分野における精深な学識と研究能力とを証示するに足るものをもっ

て合格とする。その判断基準は以下のとおりである。 

（１）研究テーマが専攻分野との関連で適切なものであり、学術的、産業的意義を有し

ている。 

（２）新規性、独創性が認められる。 

（３）理論的または実証的研究の成果を含んでいる。 

（４）先行研究が適切に参照され、研究の位置付けが明確である。 

（５）論文の体系性（全体としての主題を有すること）が認められる。 

（６）専攻分野の研究能力または業務遂行に必要な専門性を示している。 

 

5.6 学位論文審査体制、学位論文及び学位論文に係る評価の基準の公表方法等につい

て 

学位論文審査体制は、南山大学学位規程として公表している。学位論文は図書館で公

開されるとともに理工学研究科の Web ページで論文の要旨を公開する。学位論文に係る

評価の基準は理工学研究科委員会にて審議承認されており、履修要項の一部として公表

している。 

 

5.7 研究の倫理審査体制 

 まず、学生は入学時に研究倫理教育・コンプライアンス教育の e-learning 教材を受

講する。研究科共通科目のアカデミックリテラシーでは、研究倫理教育を行い、また、

研究指導においても研究倫理についての指導がなされる。 

そのうえで、修士論文の倫理的な審査は、南山大学で設置されている研究審査委員会

で行う。提出されるすべての学位論文は、論文計画書作成段階で研究科の外部に設置さ

れる全学的組織である研究審査委員会において、社会通念上の規範に基づき科学的合理

性及び倫理的妥当性を判定している。研究審査委員会は学生が提出した学位論文計画書

に基づき研究倫理審査の要否を判断する。人を対象とする研究の場合には研究倫理審査

が必要となる。研究倫理審査が必要と判断された場合には、学生は倫理審査申請書を提

出する。研究審査委員会はこれに基づいて審査を実施し、研究審査委員会での承認後、

研究調査を実施する。研究審査委員会は、原則毎月１回開催しているが、論文計画書の

みを審議するための委員会を別途７月に開催している。 

 

＜資料 21＞ 南山大学研究活動上の行動規範 

＜資料 22＞ 南山大学研究審査規程 
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＜資料 23＞ 南山大学「人を対象とする研究」倫理ガイドライン 

 

6. 特定の課題についての研究成果の審査を行う場合 

特定課題についての研究の成果は、高度の専門性を要する職業等に必要な高度の学識

や技術を有することを示すものをもって合格とする。ただし特定課題について、その目

的と成果物の製作について記述した成果報告書を併せて提出すること。また共同制作で

ある場合は各自の担当部分を明確にすること。審査委員会は修士論文と同様に構成され、

成果報告書の内容を中心として、これに関連する学識や技術について総合的な審査を行

う。その判定は以下の基準に基づいて行う。 

(課題の適切性) 

課題設定の目的が明確で、製作した成果物が高度の専門性を要する職業等における成果

物相当と判断できること。 

(学識および技術) 

抽象的・一般的な視点から課題の本質を考察して適用する技術の比較検討を行い、高度

の学識や技術が課題に対するアプローチおよび成果に反映されていること。 

(取組) 

成果物製作の取組によって高度の学識や技術が得られたと判断できること。 

(倫理性) 

人を対象とする研究などは研究審査委員会において、実施が承認されていること。 

 

7．基礎となる学部との関係 

理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程は、本学理工学部データサイエンス

学科を基礎とする専攻の博士前期課程である（＜資料 24＞参照）。カリキュラムは理工

学部と理工学研究科は別個・独立の物であるが、理工学部データサイエンス学科におい

ても、データサイエンスを多様な数理技術から構成される開発工程支援型工学として位

置づけ、実社会の問題に対して、データを分析し、その結果に基づいて数理モデルを構

築し、最適化技術等を用いて問題を解決する能力を涵養する教育を行っている。理工学

研究科データサイエンス専攻博士前期課程においては、学科教育を基礎にして、修士論

文研究などを通じて、自ら問題を設定して解決していく中で、新たな価値を持つ数理的

手法や技術を開発する能力や多様な技術を組み合わせる能力を涵養するための専門性

を高めた教育を行う。 

 

＜資料 24＞ 理工学部データサイエンス学科と理工学研究科データサイエンス専攻博

士前期課程との関係図 
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8．「大学院設置基準」第 14 条による教育方法の実施 

産業構造の変化に伴う技術の変容に対して柔軟に対処できる技術者を確保すること

は、産業界にとって急務である。データサイエンス専攻博士前期課程ではこれまでの理

工学研究科での社会人教育を続け、開発に従事する技術者に就学の機会を与えることで、

産業界からの要請に応える。とくに、理工学研究科が重視する理学の方法論を学ばせる

ことで、産業の現場で培った技術の整理・再定義をする能力を涵養し、高機能の製品開

発や高付加価値化に貢献するだけでなく、新しい技術を提案することで産業界を牽引す

る人材を養成する。なお、対象となる社会人は「2年以上の就業経験を有する者」と定

義し、現在就業に就いているか否かは問わないこととし、入学定員は専攻当たり 1名と

する。 

以上の通り、産業界からの要請に応え、職業を有する社会人学生の履修上の便宜を図

るために、大学院設置基準第 14 条に規定する教育方法の特例の規程を適用する。 

 

8.1 修業年限 

理工学研究科の博士前期課程の標準修業年限は 2年以上を原則とするが、社会人学生

については、各自の実情に応じて柔軟に考える。とくに優れた業績を上げた学生につい

ては、1 年以上在学すれば足りるものとする。 

 

8.2 履修指導および研究指導の方法 

理学の方法論を学修し、開発工程支援技術と特定製品開発支援技術の両方を学び、技

術の変容に柔軟に対処できる能力を高めるために、きめ細かい科目履修ガイダンス及び

研究指導を 1 年次から所属する研究室の指導教員を中心に実施する。また Zoom や

Webclass のような遠隔授業のためのインターネットシステムを活用し、社会人学生と

のコミュニケーションを密にし、学生からの履修上の相談にきめ細かく対応する。 

 

8.3 授業の実施方法 

社会人を含む多様な学生に対応して授業を実施する。社会人学生の場合、就業状況に

よっては日中に授業を受講することが困難な者がいることも予想されることから、社会

人学生が受講する授業の一部を必要に応じて夜間や週末に履修できるようにする。 

 

8.4 教員の負担の程度   

理工学研究科の専任教員はすべて理工学部と兼務するので、既設の学部と授業担当時

間数の調整を行う。理工学研究科(博士前期と博士後期)と理工学部の負担とあわせて半

期あたり講義 12 時間(3 科目 6 単位)、演習 28 時間(6 科目 14 単位)程度とし、過度の負

担にならないよう配慮する。 
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8.5 図書館・情報処理施設等の利用方法や学生の厚生に対する配慮、必要な職員の配

置  

窓口事務については、通常の窓口（平日午前 9 時～午後 5 時）のほか、時間外窓口

（平日午後 5 時～午後 10 時 10 分、土曜日午前 9 時～午後 5 時）を設けており、社会人

学生に対応できるよう事務取次ぎを行っている。 

図書館については平日午後 10 時、土曜日午後 8 時まで開館し、貸出・返却手続き等

含め社会人学生も十分に利用することができる。授業・試験期間中の日曜日については、

午前 10 時から午後 5 時まで開館し、社会人学生の教育研究に支障がないよう配慮して

いる。 

情報システムの利用申請は Web申請が可能で、サポート窓口は月曜日から金曜日に加え、

土曜日も午前 9 時～午後 5 時で対応している。情報機器の利用は BYOD を方針としており、

学内全域で学内無線 LAN およびネットワークプリント等の利用環境を整え、利用者サービ

スの向上を図っている。また、ラーニング・コモンズは月曜日から土曜日の午前 8時～午後

11 時まで利用が可能で、社会人学生も利用することができる。 

厚生施設については、食堂、書店、コンビニエンスストアなどがあり、一部を除いて

土曜日も営業するほか、コンビニエンスストアについては平日・土曜日どちらも午後 8

時まで営業しており、社会人学生に配慮した営業時間となっている。 

 

9．入学者選抜の概要 

9.1 データサイエンス専攻博士前期課程のアドミッション・ポリシー 

<データサイエンス専攻博士前期課程のアドミッション・ポリシー> 

データサイエンス専攻では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに沿って編成した教育課

程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性に鑑み、その目的を達成すること

に強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専攻のディプロマ・ポリシーに示す能力を身に

つけられる人を受け入れます。 

 

・数学、物理学、英語の学力を有する人 

・オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械学習などの数理モデル化技術の知識を有

する人 

・オペレーションズ・リサーチや統計学、機械学習などの数理モデル化技術に興味をも

つ人 

・本専攻で修得した技術を用いて社会に貢献する意欲のある人 

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士前期課程のアドミッション・ポリシ

ーに準じます。 
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9.2 出願資格 

 データサイエンス専攻博士前期課程の出願資格は、次のいずれかに該当する者または

入学時に該当見込みの者とする。 

① 大学を卒業した者 

② 大学評価・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

③ 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者 

④ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

⑤ 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16

年の課程を修了したとされるものに限る）を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者 

⑥ 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに

準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る）において、修業年限が

3 年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業

科目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国

の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたも

のにおいて課程を修了することを含む）により、学士の学位に相当する学位を授与

された者 

⑦ 専修学校の専門課程（修業年限が 4 年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る）で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が

定める日以降に修了した者 

⑧ 文部科学大臣の指定した者 

⑨ 本学大学院理工学研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者

と同等以上の学力を有すると認めた者で、かつ入学前年度 3 月末(9 月入学の場合

は 8月末)までに 22 歳に達している者 

 

9.3 入学試験・審査形態及び入学試験科目 

入学者の選抜は、数学、物理、英語の基礎的な学力を持ち、オペレーションズ・リサ

ーチ、統計学、機械学習、深層学習、人工知能のいずれかで高度な専門技術者として社

会に貢献する意志のある学生を受け入れる。そのために以下のような入学者選抜を実施

する。一般入試の筆記試験の科目は、数学、物理、英語に加え、専門科目として、上記

の基礎的な学力を問う問題を出題する。 
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表 1：入学試験種別一覧 

種別 試験の内容 対象 募集人員 

一般入学試験 筆記試験+面接 大学を卒業した者及び当該年

度卒業見込み者等 

4 

社会人入学審査 書類審査+面接 大学卒業後2年以上の社会経験

を積んだ者 

1 

推薦入学審査 書類審査+面接 南山大学理工学部卒業見込み

者で、当該学部から推薦された

者 

5 

国内在住外国人入学 

審査 

筆記試験+面接 外国の国籍を有する日本在住

者で、大学を卒業した者及び当

該年度卒業見込み者等 

若干名 

 

データサイエンス専攻博士前期課程の各入試種別では、これらを以下のように測定

し、評価する。 

 

■一般入学試験 

筆記試験 

数学、物理、英語及び専門科目により実施する。数学はデータサイエンスを学ぶため

に必要な大学初年度程度で学ぶ線形代数と微積分学に関する基礎的数学の力の考査を

行う。物理は数理モデルの応用としての物理学を、英語は専門分野の英語論文を読み

書きできる基礎的な能力の学力検査を行う。専門科目では、オペレーションズ・リサ

ーチ、統計学、機械学習、深層学習などの基礎的な学力を問う考査を行う。 

口述諮問 

入学志願者調書を中心とした口述試問を行う。データサイエンス専攻の理念を共有

し、データサイエンスを構成する種々の数理技術の特長を理解する能力と意欲を総合

的に判断する。 

 

■社会人入学審査 

口述諮問 

出願書類の研究計画書を中心とした口述試問を行う。データサイエンス専攻の理念を

共有し、データサイエンスを構成する種々の数理技術の特長を理解する能力と意欲を

総合的に判断する。 

 

■推薦入学審査 

口述諮問 

入学志願者調書を中心とした口述試問を行う。データサイエンス専攻の理念を共有

し、データサイエンスを構成する種々の数理技術の特長を理解する能力と意欲を総合
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的に判断する。 

 

■国内在住外国人入学審査 

筆記試験 

数学、物理、英語及び専門科目により実施する。数学はデータサイエンスを学ぶため

に必要な大学初年度程度で学ぶ線形代数と微積分学に関する基礎的数学の力の考査を

行う。物理は数理モデルの応用としての物理学を、英語は専門分野の英語論文を読み

書きできる基礎的な能力の学力検査を行う。専門科目では、オペレーションズ・リサ

ーチ、統計学、機械学習、深層学習、人工知能の基礎的な学力を問う考査を行う。 

口述諮問 

入学志願者調書を中心とした口述試問を行う。データサイエンス専攻の理念を共有

し、データサイエンスを構成する種々の数理技術の特長を理解する能力と意欲を総合

的に判断する。 

 

社会人受け入れに際しては、大学卒業後 2 年以上の社会経験を積んだ者に受験資格を

与え、書類審査と面接で基礎的な学力の有無とその適性を審査する。社会人は多様な経

歴を持つことが想定されるので、基礎的な学力とともに、それらの多様な経歴も評価の

対象とする。例えば、ソフトウェアの開発に携わった、工場での生産管理に携わったな

どの経歴は高く評価する。また、社会人はその勤務上の制約から、まず科目等履修生、

もしくは研修生として大学での講義や研究活動に携わりたいと考える者も多い。そのよ

うな社会人に対しては、面接でその適性を確認した上で、科目等履修生、もしくは研修

生として受け入れる。なお、理工学研究科では 9月入学を実施しており、データサイエ

ンス専攻でも同様に 9月入学を実施する。 

 

10. 教員組織の編成の考え方及び特色 

教育課程、教育方法の実施に十分対応できるよう、データサイエンス専攻博士前期課

程の教員数は 9 名、うち 8 名を教授とする。教員あたりの学生数（収容定員/教員数）

は、2.2（20/9）となり、教育に十分な水準を確保している。すべての教員は、専攻の

科目に関連する分野において十分な研究業績と博士の学位を持つ。 

教員組織の特色は、専門知識や技術を教育する教員をその主な専門分野によって配置

し、それらの教員が専門知識の基盤となる数学、オペレーションズ・リサーチ、統計学、

機械学習、深層学習、人工知能の教育も行うことで、専攻の教育課程の編成を実現して

いることである。すべての科目を関連分野の博士の学位を持つ専任の教授か准教授が担

当する。研究科共通科目については、データサイエンス専攻博士前期課程の教員 2名が

研究科他専攻の教員 3名とオムニバスで担当する。基礎科目については、関連分野の学

位を持つ教授が担当する。専攻科目と研究指導科目については、関連分野において博士
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の学位を持つ教員が担当する。副専門領域科目についてはソフトウェア工学に関する科

目をソフトウェア工学専攻の教員が担当、機械電子制御に関する科目を機械電子制御工

学専攻の教員が担当する。 

表 1：教員名・専門分野一覧 

職位 教員名 専門分野 

教授 鈴木 敦夫 オペレーションズ・リサーチ 

教授 三浦 英俊 オペレーションズ・リサーチ 

教授 松田 眞一 統計学、ビッグデータ解析 

教授 白石 高章 統計学、ビッグデータ解析 

教授 河野 浩之 情報システム、機械学習、人工知能 

教授 小藤 俊幸 数値解析、応用数学 

教授 塩濱 敬之 数理統計学、ビッグデータ解析 

教授 佐々木 美裕 オペレーションズ・リサーチ 

准教授 小市 俊悟 離散数学、機械学習、深層学習 

教員の年齢構成（2023 年 4 月 1 日現在）については、60 歳代 5名、50 歳代 2 名、40

歳代 2名となっており、教育経験を積み、多くの研究業績を持つ年代の教員によって構

成される。60 歳代の教員のうち 2 名は完成年度までに「南山大学就業規則」に定める

定年を超えるが、2020 年 3 月 27 日開催の理事会において、再任用について審議・承認

されている。完成年度前に、定年規程に定める退職年齢を超える専任教員数の割合が比

較的高いことから、定年規程の趣旨を踏まえた適切な運用に努める。教員組織編制の将

来構想では、当該教員の補充人事、若手教員の昇格により、教育・研究の継続に適切な

年齢構成を維持する計画である。 

 

＜資料 25＞ 南山大学就業規則（抜粋） 

＜資料 26＞ 南山大学職員規則（抜粋） 

 

11．施設・設備等の整備計画 

（１）校地、運動場の整備計画 

キャンパスの校地面積は 146,397 ㎡であり、自然の起伏を活かす形で校舎が配置され

ている。体育施設は全体で 12,703 ㎡整備しており、学生が授業及び課外活動等で主に

使用する施設としては、人工芝グラウンド（8,598 ㎡）、体育館（アリーナ 1,135 ㎡）、

テニスコート 5面、体育センター（メインアリーナ 1,862.19 ㎡、卓球場 531.33 ㎡、剣

道場 378.16 ㎡、柔道場 433.20 ㎡、室内温水プール 917.5 ㎡、トレーニングルーム 315.07

㎡、他多目的ホール 313.70 ㎡、ラケットボールコート 95.43 ㎡を含む）を整備してい

る。その他にも芝生の広場であるグリーンエリア（4,039 ㎡）や屋上緑化スペースなど

を設け、学生は休息等のため自由に利用できる。また、学生向けの厚生施設としては、
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食堂、書店、コンビニエンスストアなどがある。 
 

（２）校舎等施設・設備の整備計画 

キャンパス統合の一環として 2015 年 4 月に理工学部が瀬戸キャンパスから名古屋キ

ャンパスに移転した際に S棟を建設し、学生及び教員が情報機器端末を学習や研究に活

用できるよう無線 LAN を導入したインターネット環境を整備した。 

また、2017年度からは既存建物の改修工事を中心としたキャンパス施設整備を行い、

既存教室等の改修や学部学生のための学生セミナー室・学生ロッカー整備に加え、安全

性・利便性向上のための人工芝グラウンド整備やキャンパス内動線の整備、セキュリテ

ィ強化やユニバーサル化を実施した。多目的な学習スペースを学内数か所に整備し、全

ての学生がグループ学習やプレゼンテーション準備、論文・レポート作成など様々な学

習用途に利用できる環境となっている。 

 

① 教室 

講義や演習を行う教室については 214 室整備しており、他研究科・学部等と共同利用

する。データサイエンス専攻博士前期課程の学生は授業や研究等で PC を使用するが、

これらの教室には情報コンセントや無線 LAN を整備した教室を含んでおり、理工学研究

科の教育方法と履修指導方法に見合った施設となっている。また、＜資料 27＞で示す

とおり、各クォーターの一つの曜日・時限に配当される科目は 1～2 科目程度であるこ

とから、既存の教室設備によりデータサイエンス専攻博士前期課程の設置に十分対応す

ることができる。 

 

＜資料 27＞ 時間割モデル 

 

② 学生研究室及び教員研究室 

データサイエンス専攻を含む理工学研究科生のための専有のスペースとして、学生

研究室を用意しており、研究室単位あるいは研究室間で共同利用している。学生研究

室は指導教員の研究室に近い場所に配置しているため、学生が研究指導を受けやすい

環境となっている。既存のシステム数理専攻の学生研究室3室をデータサイエンス専攻

の研究室として利用する計画である。各研究室には学生一人ひとりが利用できる机・

椅子・ロッカーを配置しており、3室全体でデータサイエンス専攻の収容定員20名を収

容できる。学生の多くは個人所有PCを利用しているが、理工学研究科と理工学部共用

のサーバ室には、高速で大規模な計算が可能な各専攻の学生専用サーバを用意してい

る。学生が研究内容に応じ共同利用することができるようにしており、学生の研究環

境の充実を図っている。データサイエンス専攻の学生研究室のうちの一つの見取り図

を＜資料28＞に示す。 
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また、データサイエンス専攻の専任教員には個人研究室が用意される。主に理工学研

究科の教育研究活動で利用する S 棟は教員研究室を合計で 40 室備えている。データサ

イエンス専攻の専任教員研究室は 9 室で、9人の専任教員全員を収容可能である。教室

以外の施設・設備については新たに整備する予定はないが、現有の施設･設備を共用す

ることにより、新専攻における教育研究環境を十分確保することが可能である。 

 

＜資料 28＞ 学生研究室見取り図 

 

（３）図書等の資料および図書館 

理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程の教育・研究に必要な資料は、主に

本学図書館に所蔵されている。理工学研究科の教育・研究分野に関連する蔵書は、図書

25,364 冊、学術雑誌 3,036 タイトルが開設時に整備される計画であり、学術雑誌のう

ち 2,589 タイトルが電子ジャーナルとなる。理工学研究科では電子ジャーナルへの移行

を推進しており、データサイエンス専攻の教育・研究に特に必要となる、数理科学、統

計学、オペレーションズ・リサーチ、機械学習等の分野の電子ジャーナルは、＜資料 29

＞に示すとおり現時点で 1,819 タイトル整備されており、すでに十分確保されている。

新専攻開設以降も学生の教育・研究活動の充実を図るため、毎年度学部・研究科に配分

される図書費より、継続して専門性の高い資料の収集・整備を行っていく予定である。 

図書館内には閲覧席を備えるほか、レファレンスカウンター、複写機器、情報検索の

ための端末、マルチメディア資料を閲覧できる機器を配置している。また、授業終了後

も利用できるよう、平日は午前 9 時から午後 10 時、土曜日は午前 9 時から午後 8 時ま

で開館しており、社会人学生にとっても貸出・返却手続きなど含めて十分に利用できる

サービスとなっている。また授業・試験期間中の日曜日については、午前 10 時から午

後 5時まで開館し、学生の学習・研究の便宜を図っている。 

図書館間協力も積極的に行っており、近隣大学図書館等との相互利用、NACSIS-

CAT/ILL および OCLC を通した国内外の大学や研究機関との相互貸借・文献複写サービ

スの利用を可能とし、大学院教育及び研究の支援を行っている。 

 

＜資料 29＞ データサイエンス分野に係る電子ジャーナル整備状況 

 

12．管理運営 

理工学研究科の管理運営は、大学院学則に基づき設置される理工学研究科委員会によ

る。研究科委員会は理工学研究科委員会規程に基づき、本研究科の博士前期課程及び博

士後期課程の研究指導担当者で構成される。講義担当者はオブザーバーとして研究科委

員会に参加できる。研究科委員会は少なくとも毎月 1 回開催し、在学生の身分に関する

問題、教務関係、教員人事、入学審査関係の諸問題、研究科の将来構想などについて審
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議し、研究科としての意思決定を行う。研究科の自治を尊重しつつ、学長のリーダーシ

ップによる全学的な大学の方針にも沿った方向で運営が行われる。 

大学院学則に基づき、研究科間の連絡調整や諸規程の制定改廃などを審議する大学院

委員会が設置されているほか、時間割編成や履修登録、試験の実施など大学院全体の教

務に関する事項を円滑に実施するための大学院教務委員会が設置されており、各研究科

委員会との緊密な連携のもとに運営がなされる。研究科委員会において管理運営の中心

を担う研究科長は、理工学研究科長候補者選挙規程に基づき、研究科委員会構成員の選

挙（単記無記名投票）によって候補者が決定される。選出された研究科長候補者は、大

学評議会を経て、理事会において最終的に研究科長として決定される。 

 

＜資料 30＞ 南山大学大学院理工学研究科委員会規程 

 

13．自己点検・評価 

南山大学では、1991 年度に全学機関として、教学担当副学長を委員長とする「南山大

学自己点検・評価委員会」を設置して以来、組織的・継続的に自己点検・評価を実施し

ている。2020 年 4 月からは、自己点検・評価委員会から名称変更した内部質保証委員

会が全学における内部質保証の責任を負い、本学の内部質保証に関する方針および手続

を明確化した「内部質保証の方針」に基づき、下部組織である内部質保証推進委員会と

連携して、全学的な観点による自己点検・評価を実施している。点検・評価項目は、学

長方針等の重要項目のほか認証機関等の外部からの指摘項目としている。 

自己点検・評価の結果に基づき、大学全体として取り組むべき事項を検討し、改善が 

必要な事項がある組織に対して改善の指示および支援を行っている。学部・研究科等の

各組織は、内部質保証委員会からの指示を踏まえつつ、各組織の長が主体となって教育

研究および管理運営等の PDCA サイクルを展開している。 

また、「自己点検・評価報告書」を 1996 年より毎年発行し、2005 年度以降は、公式

Web ページで全文を公開している。 

全学的な自己点検・評価の一環として、理工学研究科においても毎年、自己点検・評

価に取り組み、改善すべき点の発見とその改善を行うとともに、教育面での改善を期末

の講義の中のアンケート調査を利用して行っている。 

 

14．認証評価 

南山大学は、2020年度に（財）大学基準協会の認証評価を受審し、適合認定を受け

た（認定期間：2021年4月１日～2028年3月31日）。 

合理的配慮が必要な学生への支援体制および教育環境整備が長所として良い評価を

得た一方で、改善課題として、一部の研究科で教育課程の編成・実施方針に教育課程の

実施に関する基本的な考え方の未記載、学位授与方針に定めた学習成果の十分かつ多面
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的な測定・評価および研究科の定員管理の 3つの指摘があるため、全学における内部質

保証の責任を負う内部質保証委員会が中心となり、内部質保証の取組みを通じてこれら

の問題点を解決する活動を継続して実施している。 

 

15．情報の公表 

大学全体に関わる情報は大学の公式 Web ページ（https://www.nanzan-u.ac.jp/inde

x.html）や大学案内等の出版物、大学説明会などの大学行事や各種の広報活動、高校

訪問などの機会を通じて受験生や広く社会一般に公開しており、理工学研究科でもこ

れを行う。 

情報提供の中心である公式 Web ページを利用して具体的に提供している教育研究活

動の状況に関する情報には、以下のようなものがある。 

 

15.1 大学の教育研究上の目的に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/rinen/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/koho/catholic/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/torikumi/grand/index.html 

 

15.2 教育研究上の基本組織に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Dept/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/grad/index.html 

http://rci.nanzan-u.ac.jp/rc-ri/ 

 

15.3 教員組織、教員の数ならびに各教員が有する学位及び業績に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kyoin.html 

https://porta.nanzan-u.ac.jp/research/ 

 

15.4 入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、

卒業または修了した者の数ならびに進学者数及び就職者数その他進学及び就職

等の状況に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Dept/policy.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/zaiseki.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/gakui.html 

http://office.nanzan-u.ac.jp/CAREER/ 

 

15.5 授業科目、授業の方法及び内容ならびに年間の授業の計画に関すること 
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http://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/ 

http://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/f/jyugyo.html 

 

15.6 学修の成果に係る評価及び卒業または修了の認定に当たっての基準に関するこ

と 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1010.pdf 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1020.pdf 
 

15.7 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

http://office.nanzan-u.ac.jp/student-services/ 

    

15.8 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/admission/campuslife/ 

 

15.9 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

http://office.nanzan-u.ac.jp/CAREER/ 

http://office.nanzan-u.ac.jp/student-services/health/ 

 

15.10 その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報、学

則等各種規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書、自

己点検・評価報告書、認証評価の結果等） 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/ninsho/ 

 

16．教育内容等の改善のための組織的な研修等 

16.1 FD 活動等 

南山大学では、FD活動を組織的に実施するため、全学的な組織として内部質保証委

員会のもとにFD委員会を設置し、FD活動方針・計画を策定し、計画に基づく活動の点

検・評価をおこなっており、その結果を内部質保証委員会に報告している。 

FD委員会は、「学生による授業評価」実施、全学規模のFD講演会・研究会等開催、

学部・研究科のFD 活動推進および日常的授業参観推進等の活動をしている。 

学部の「学生による授業評価」は、全クォーターにおいてWebアンケート形式で実施

して授業改善に役立てているほか、「学生による授業評価」の結果が一定基準以下の

教員に対しては内部質保証委員会が学部等と共同して個々の授業の質向上のための支

援をしている。大学院では、各研究科が「大学院生による授業評価」を通じて、授業

のみならず学生生活や研究環境などの点検・評価を行い、改善に役立てており、各研
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究科が実施した評価結果は「『大学院生による授業評価』実施結果報告書」として内

部質保証委員会に報告している。 

上記のほか、新任用教育職員研修会や外部FD研修会等参加費・旅費等補助制度など

により、教育内容等改善を支援する活動を継続して行っている。 

全学的なFD活動ならびに各組織の計画および活動報告は大学Web ページにて公開して

いる。 

 理工学研究科では、2013 年度より授業評価アンケートを実施している。授業で学ぶ

重要なキーワードについての理解度を、授業初回と最終回にそれぞれ受講者に対して質

問し、理解度の差異を計測して集計し、授業改善に役立てている。シラバスにおいて教

員には明確な学修目標の提示と、学修目標に沿った授業を展開することを求めている。

FD 活動としては、学部の FD 委員が実施する講演会や他学部・他研究科の FD 活動に参

加して、教員の資質の維持向上を図っている。 

 研究活動の活性化は、講義内容の充実に不可欠との考えから、教員の留学制度、研究

休暇制度、短期海外外出制度を利用して、教員の研究活動を活性化している。理工学部・

理工学研究科の教員のうち 1名は、ほぼ毎年留学している。研究休暇制度も多数の者が

利用している。また、研究活動についても、定期的な点検の機会を設け、毎年研究業績

を Web 上で報告されている。また、教員の研究内容については、学内セミナーなど講演

会で紹介する機会が多数用意されている。 

 

16.2 SD 活動 

南山大学では、2017 年 4 月の大学設置基準の改正によるスタッフ・ディベロップメ

ント（SD）の義務化「SD の機会を設けることや、SD の実施方針・計画を全学的に策定

する」を受け、具体的な取り組みを行っている。2017 年度より、南山大学 SD 委員会

を設置し、大学等の運営に必要な知識・技能を身に付け、能力・資質を向上させるこ

とを目指している。 

 従来、南山大学では、教育職員を対象とする研修ではなく、事務職員を対象とした

研修を長年にわたり行ってきた。1985 年から南山学園事務職員等研修委員会を設け、

新採用の事務職員に対して本学園の基本的な心構えを身に付ける「ガイダンス研修」、

情報倫理や学内情報システムの利用方法について学ぶ「コンピュータ研修」、新採用者

の研修の総まとめである「フォローアップ研修」を実施している。また、南山学園事

務職員等研修委員会が毎年研修テーマを設定し、全職員を対象に「学園の建学の理

念」、「危機管理研修」、「事例対応研修」、「学校法人の財務分析」といったテーマの研

修を実施し、事務職員に求められる能力の継続的な啓発・向上に取り組んでいる。さ

らに、事務職員に特化したものとして、業務に関連した自己啓発については南山学園

事務職員等神言会特別研修奨励金による支援を制度化している。 

南山大学では、これらに加えて、いわば「教職協働」的な活動ないし研修も行ってき
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ている。毎年 4月 1 日に、学長が、A4 判 6～8 頁にわたる「学長方針」をすべての教員

及び職員に配布しているが、これに関して質疑応答の会を設け、全学的なレベルで問題

意識の共有や共通了解の確立を図り、教職一体となった業務遂行を実現することができ

るよう努力している。毎年 6月頃には、前年度の入試動向について、外部の専門家を招

き、教育職員及び事務職員の参加の下、入試動向検討会を行っている。私立大学にとっ

ては、重要な研修である。 

さらに、教育職員を構成員とする南山学会なる組織があり、毎秋、公開シンポジウム

を実施しているが、近年は、事務職員の参加も得て、クォーター制や eポートフォリオ

に関するシンポジウムを行っており、「教職協働」のための貴重な活動、研修となって

いる。 

 2017 年に設置された南山大学 SD 委員会は、従来の実績を活用するため、総務担当副

学長を委員長に、南山学園事務職員等研修委員会委員長及び南山大学 FD 委員会委員長

をその委員に加えている。南山学園事務職員等研修委員会及び南山大学 FD 委員会とも

連携をとりながら、南山大学 SD 委員会を中心に、南山大学の SD 活動を推進している。

同委員会は、その実施方針として、大学運営に必要な知識及び技能を習得させ、ならび

にその能力及び資質を向上させるための研修（SD）を実施することをあげ、大学におい

て研究会等を計画・実施し、外郭団体が主催する研修会等への派遣を積極的に活用する

ことなどを定めている。 

SD 活動の年度毎の実施計画は、南山大学 SD 委員会が所管し、南山学園事務職員等研

修委員会及び南山大学 FD 委員会との連携・調整を図った上で、立案する。これらの SD

活動については、データサイエンス専攻博士前期課程の設置後も継続的に実施する。 
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出典：内閣府ホームページ 
「第5期科学技術基本計画（平成28年1月22日　閣議決定）」本文 
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出典：内閣官房ホームページ 
「未来投資戦略2018―「Society5.0」「データ駆動型社会」への変革―（平成30年
6月15日閣議決定）」（全体版） 
（P.4～P.7、P.14～P.17、P.101～P.106を抜粋し加工して作成） 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2018_zentai.pdf
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出典：文部科学省ホームページ 
「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）（中教審第211号）」本文 
（P.3～P.13を抜粋） 
https://www.mext.go.jp/content/20200312-mxt_koutou01-100006282_1.pdf
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資料4-2「第4次産業革命への対応の方向性（領域横断型の検討課題：人材・教育）
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出典：内閣府ホームページ　経済・財政一体改革推進委員会 
経済社会の活力ワーキング・グループ　第15回会議資料 
資料2「AI戦略等を踏まえたAI人材の育成について（令和元年11月1日　文部科学省）」 
（P.1～P.7、P.15、P.22を抜粋） 
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg7/20191101/shiryou2_1.pdf



設置の趣旨（資料） 57



設置の趣旨（資料） 58



1995  2010  

5.4% 2.2%
4.2% 4.2%
3.1% 2.3%
2.4% 0.7%

設置の趣旨（資料） 59



設置の趣旨（資料） 60



設置の趣旨（資料） 61



設置の趣旨（資料） 62



設置の趣旨（資料） 63



設置の趣旨（資料） 64

出典：経済産業省ホームページ 
「IT人材需給に関する調査（概要）（平成31年4月経済産業省情報技術
利用促進課）」 
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/gaiyou.pdf
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設置の趣旨（資料） 121 出典：中部経済産業局ホームページ 
「ITものづくりブリッジ人材（Aタイプ）　産学連携カリキュラム（令和2年5月　
中部経済産業局）」 
https://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/200521/200521bridge_curriculum.pdf
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出典：日本学術会議ホームページ 
「報告『知の統合』の人材育成と推進（平成29年9月20日　日本学術会議
　総合工学委員会　工学基盤における知の統合分科会）」（P.4～P.12を
抜粋） 
https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-h170920-1.pdf
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出典：内閣府ホームページ 
「統合イノベーション戦略2021（令和3年6月18日　閣議決定）」【本文】 
（P.4～P.7、P.17、P.92～P.100を抜粋） 
https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/2021.html



て、開発と営業の文化を融合させ、隔てのない社内体制を作ると共に、従業員の約3割を占めるエ
ンジニアが中心となり顧客のニーズをスピーディーに反映した数多くのサービスを開発・利用して
いる。具体的には、不動産店舗に行かなくても、web上で物件検索、入居申込、契約までの一連
の手続きができ、非対面での部屋探しを可能にするセルフ内見型賃貸サイト「OHEYAGO（オヘ
ヤゴー）＊24」（図表1-2-3-3）、不動産投資用ローンの申込・審査をオンライン化するプラットフォー
ムサービス「MORTGAGE GATEWAY by RENOSY（モーゲージ・ゲートウエイ・バイ・リノ
シー）」など社内利用も含めると30以上の様々なサービスを自社で開発した。サービス利用企業で
は、アナログな手法で業務を行っていた時と比べて労働時間を圧縮することができるだけではな
く、他の業務に充てる時間を確保できるようになることによって企業全体の売上増につながってい
る。また、コロナ禍で人との接触を避けたい状況においても顧客満足度や従業員の働く満足度向上
にも貢献している。さらに、他の不動産会社にも提供することで業界全体のデジタル・トランス
フォーメーションにも寄与している。

図表1-2-3-3 OHEYAGOの利用イメージ

（出典）イタンジ株式会社＊25

 4 アンケート結果からみるデジタル・トランスフォーメーションの実態
社会・経済のデジタル化が我が国においても進行する中、企業が取り巻く環境の変化に対応し、

今後の生き残りを図る方策としてのデジタル・トランスフォーメーションの重要性について説明し
てきたが、デジタル・トランスフォーメーションの概念自体は以前から存在するものであり、その
重要性に早い段階で着目した企業は既に取組を進めている。また、デジタル・トランスフォーメー
ションの重要性は、海外企業でも認識は広がっており、デジタルを活用してのビジネスモデルの変
革等がなされていると言われている。
本項では、日本、米国及びドイツの3か国の企業モニターを対象に、自身が所属する企業におけ

るデジタル・トランスフォーメーションの実態についてアンケート調査を行った結果について紹介
する。

＊24 イタンジ株式会社が提供している。
＊25 https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/itandi-corporate-neo/uploads/file_storage/content/35/201001_GDA_OHEYAGO.pdf
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 1 調査の概要

企業がデジタル・トランスフォーメーションを行う際の重要な要素として、大きく3つ（組織、
人材、ICT）が存在するという整理の下、現状の実態を国別・産業別・規模別等で比較するため、
企業の就業者モニターへのアンケート調査を実施した。調査では、デジタル・トランスフォーメー
ションの取組状況やICTの活用状況、デジタル・トランスフォーメーションを進める上での課題、
効果等を確認した（図表1-2-4-1）。

図表1-2-4-1 アンケート調査のフレーム

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 2 我が国におけるデジタル化の取組状況

我が国におけるデジタル・トランスフォーメーションの取組を尋ねたところ、約6割の企業が
「実施していない、今後も予定なし」と回答した。ただし、規模別にみると、大企業では約4割、
中小企業では約7割と、意識の差は歴然としている。
業種別にみると、情報通信業が先行しており、約45％の企業が既に実施していると回答してい
る。その他では、製造業、エネルギー・インフラ、商業・流通業が25％前後、サービス業等では
約16％にとどまる結果となった（図表1-2-4-2）。
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図表1-2-4-2 デジタル・トランスフォーメーションの取組状況（日本）
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59.3
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製造業
（n=3663）

情報通信業
（n=1664）

エネルギー・インフラ
（n=4383）

商業・流通業
（n=4559）

サービス業・その他
（n=6052）

大企業
（n=6483）

中小企業
（n=13838）

全体
（n=20321）

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している
実施していない、今後実施を検討 実施していない、今後も予定なし

2020年度から実施している

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

続いて、業種をより詳細に区分してデジタル・トランスフォーメーションの取組状況をまとめた
のが、図表1-2-4-3である。情報通信業では取組が軒並み進んでいるほか、商業・流通業のうち、
金融業、保険業が約45％と取組が進んでいることがわかる。
他方、取組が進んでいない業種として、「医療・福祉」（約9％）、「運輸業、郵便業」（約17％）、

「宿泊業、飲食サービス業」（約16％）、「生活関連サービス業、娯楽業」（約18％）といったあたり
が挙げられる。

図表1-2-4-3 デジタル・トランスフォーメーションの取組状況（日本：業種別）

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している
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農業、林業（n=22）

漁業（n=4）
鉱業、採石業、砂利採取業（n=7）

建設業（n=3627）
製造業（n=3663）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=756）
情報通信業（通信業）（n=312）
情報通信業（放送業）（n=13）

情報通信業（情報サービス業）（n=1026）
情報通信業（インターネット附随サービス業）（n=234）
情報通信業（映像・音声・文字情報制作業）（n=79）

運輸業、郵便業（n=1393）
卸売業、小売業（n=1846）
金融業、保険業（n=743）

不動産業、物品賃貸業（n=577）
学術研究、専門・技術サービス業（n=177）

宿泊業、飲食サービス業（n=828）
生活関連サービス業、娯楽業（n=636）

教育、学習支援業（n=656）
医療、福祉（n=2870）

複合サービス事業（n=89）
サービス業（他に分類されないもの）（n=796）
公務（他に分類されるものを除く）（n=70）

その他（n=246）

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」
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続いて、本社所在地を東京23区、政令指定都市、中核市及びその他の市町村に分けて、大企業
と中小企業に分けて、デジタル・トランスフォーメーションの取組状況をみたのが、図表1-2-4-4
である。
結果としては、東京23区＞政令指定都市＞中核市＞その他の市町村の順となったが、東京23区
では大企業の実施率が5割を超えるのに対し、中小企業では2割強にとどまる結果となっている。
また、「今後実施を検討」と回答した割合は、いずれの区分でも15～20％程度にとどまっており、
地域と規模を組み合わせてみた場合でも、デジタル・トランスフォーメーションへの意識の差が大
きいことがわかる。

図表1-2-4-4 デジタル・トランスフォーメーションの取組状況（日本：地域別）

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している
実施していない、今後実施を検討 実施していない、今後も予定なし

2020年度から実施している
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東京23区・大
（n=2655）

政令指定都市・大
（n=1782）

中核市・大
（n=1029）

その他の市町村・大
（n=1151）

東京23区・中小
（n=2567）

政令指定都市・中小
（n=3637）

中核市・中小
（n=2806）

その他の市町村・中小
（n=5043）

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 3 デジタル・トランスフォーメーションの推進体制

デジタル・トランスフォーメーションの主導者について3か国の企業モニターに尋ねたところ、
「DX推進の専任部署」を設けているとの回答はいずれの国でも高くなった。
他の傾向として、日本では「DX専任ではない社内の部署」を挙げる回答が多いほか、「ICTに
詳しい社員」も約8％いるなど、社内の実務レベルでデジタル・トランスフォーメーションを主導
している傾向がうかがえる。
他方、米国やドイツでは、「社長・CIO・CDO等の役員」を挙げる回答が多かったほか、「外部
コンサルタント・パートナー企業等」を挙げる回答がドイツでは多い結果となった＊26。トップダウ
ンや外部の協力を得てデジタル・トランスフォーメーションに取り組む企業が日本と比べると高い
特徴が見える（図表1-2-4-5）。

＊26 ドイツで「外部コンサルタント・パートナー企業等」の割合が大きい要因の1つとして、フラウンホーファーと呼ばれる応用研究機関の
存在や商工会議所による一気通貫でのサポートによって外部との密な連携が図られていることが考えられる。
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図表1-2-4-5 デジタル・トランスフォーメーションに関連する取組の主導者＊27

DX推進の専任部署 DX専任ではないICT関連の部署
外部コンサルタント・パートナー企業等
その他 取組を実施していない

社長・CIO・CDO等の役員 ICTに詳しい社員（有志等）
DX専任ではない経営企画関連の部署
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米国（2019年度）

米国（2020年度）

ドイツ（2019年度）

ドイツ（2020年度）

（％）

※CIO：最高情報責任者、CDO：最高デジタル責任者
（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

続いて、デジタル・トランスフォーメーションの主導者が保有するスキルや知見を尋ねた結果
が、図表1-2-4-6である。「デジタル技術」と「経営・ビジネス」双方のスキル・知見を有すると
の回答が最も多かったが、3か国とも主導者の方がよりその比率が高く、組織の人員については、
「デジタル技術」のみとの回答が少し増える傾向にある。

図表1-2-4-6 デジタル・トランスフォーメーションの主導者が保有するスキル・知見

「デジタル技術」及び「経営・ビジネス」に関するスキル・知見 「デジタル技術」のみに関するスキル・知見
「経営・ビジネス」のみに関するスキル・知見 「デジタル技術」、「経営・ビジネス」どちらのスキル・知見ももっていない
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日本（DXの主導者）

日本（DX組織の人員）

米国（DXの主導者）

米国（DX組織の人員）

ドイツ（DXの主導者）

ドイツ（DX組織の人員）

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

なお、日本では、社長・CIO・CDO等の役員がデジタル・トランスフォーメーションを主導し
ているとの回答が米国・ドイツに比べて低い結果となったが、一般社団法人日本情報システム・
ユーザー協会（JUAS）の調査によると、日本企業におけるCIO及びCDOの配置状況は、CIOの

＊27 この図表における「取組を実施していない」とは、「当該年度（2019年度又は2020年度）はデジタル・トランスフォーメーションを実
施していないが、その他の年度（2018年度以前を含む）は取り組んでいる。」との意味である。

第2節 企業活動におけるデジタル・トランスフォーメーションの現状と課題

令和3年版　情報通信白書　第1部92

デ
ジ
タ
ル
化
の
現
状
と
課
題

第

章

設置の趣旨（資料） 153



配置が専任・兼任合わせて15%、CDOの配置が6.5%にとどまっている。また、業種別では金融
業におけるCIO・CDOの配置が突出する結果となっている（図表1-2-4-7）。

図表1-2-4-7 CIO及びCDOの配置状況

3.7
1.2
2.9
2.2
3.3
14.6

4.2
4.8

全体（n＝1146）
建築・土木（n＝86）
素材製造（n＝206）
機械器具製造（n＝271）
商社・流通（n＝210）

金融（n＝48）
社会インフラ（n＝95）
サービス（n＝230） 9.6 30.9 15.7 39.1

13.7 48.4 14.7 18.9
16.7 56.3 4.2 8.3

13.3 38.1 18.6 26.7
10.7 47.6 12.2 27.3
10.2 49.0 18.4 19.4
10.5 52.3 19.8 16.3
11.3

0 20 40 60 80 100
（%）

43.5 15.6 25.8 6.5 5.9 1.8 85.7
4.7 9.3 0.0 86.0
2.94.9 2.4 89.8
6.6 5.9 0.7 86.7
4.8 4.3 2.9 88.1

20.8 8.3 0.0 70.8
14.7 7.4 2.1 75.8

5.7 6.1 2.6 85.7

全体（n＝1146）
建築・土木（n＝86）
素材製造（n＝206）
機械器具製造（n＝271）
商社・流通（n＝210）

金融（n＝48）
社会インフラ（n＝95）
サービス（n＝230）

0 20 40 60 80 100
（%）

役職として定義されたCIOがいる（専任） 役職として定義されたCIOがいる（他の役職と兼任）
IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる
CIOはいない、あるいはCIOに対する実質的な認識はない

IT部門・業務を担当する部門長がそれにあたる
設置済み 検討中 検討後見送り 未検討

【CDOの配置状況】【CIOの配置状況】

（出典）一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）「企業IT動向調査報告書2021」

 4 デジタル・トランスフォーメーションの内容

デジタル・トランスフォーメーションに関連する取組が社内のどの範囲に及ぶかを尋ねた結果が
図表1-2-4-8である。いずれの国も「全社的な取組」が最も多いが、特に日本は2020年度にその
比率を伸ばす結果となった。コロナ禍によって、再びデジタル・トランスフォーメーションへの注
目が集まったことが大きいと考えられる。
他方、米国では、「全社的な取組」や「複数の部署での取組」の比率が2020年度には低下し、

「単一部署での取組」、「特定業務での取組」が増えているのが特徴的である。

図表1-2-4-8 デジタル・トランスフォーメーションに関連する取組の対象範囲＊28

全社的な取組 いくつか複数の部署での取組 単一部署での取組 特定業務での取組 取組を実施していない
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（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

デジタル・トランスフォーメーションに関連する取組として行った内容を尋ねた結果が図表

＊28 この図表における「取組を実施していない」の意味は、脚注27に同じ。
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1-2-4-9である。2020年度と2019年度を比較すると、「推進部署の立ち上げ」や「推進担当の設
置」といった組織に関する取組は、いずれの国も2019年度の方が高く、「教育・人材育成プラン
の策定」や「外部企業との連携・協業の推進」は2020年度の方が上回る結果となった。また、「ビ
ジョン・ロードマップの策定」は日本及びドイツでは2020年度が上回ったのに対し、米国では
2020年度に下がる結果となった。米国はいずれの取組も実施している比率が高く、他の2か国に
比べて取組が先行している様子がうかがえる。

図表1-2-4-9 デジタル・トランスフォーメーションに関連する取組の実施状況

日本
米国
ドイツ

日本
米国
ドイツ

【2020年度】

25.2

24.9

24.7

23.8

22.9

26.0

4.2

12.5

21.4

34.3

38.1

42.9

34.3

25.8
0.4

1.6

23.9

26.0

35.8

32.1

25.0

21.2

0.4

3.3

0 10 20 30 40 50
推進部署の立ち上げ

推進担当の設置

DXビジョン・ロードマップ等の策定
DXの策定に関連する教育・
人材育成プランの策定

外部企業等との連携・協業の推進

主導側と現場側との意識合わせ

その他

いずれも実施していない

（％）

【2019年度】

30.8

28.9

24.4

19.0

18.2

22.2

3.7

15.9

29.4

37.3

45.8

35.7

28.4

22.4

0.4
0.8

29.5

31.0

34.7

25.4

24.7

19.1

0.0
2.6

0 10 20 30 40 50
推進部署の立ち上げ

推進担当の設置

DXビジョン・ロードマップ等の策定
DXの策定に関連する教育・
人材育成プランの策定

外部企業等との連携・協業の推進

主導側と現場側との意識合わせ

その他

いずれも実施していない

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 5 デジタル・トランスフォーメーションの目的及び効果

企業がデジタル・トランスフォーメーションに取り組む目的と得られた効果について尋ねた（図
表1-2-4-10）。まず、目的に関して3か国の2年分を比較すると、日本では「業務効率化・コスト
削減」を目的に掲げる企業が2年ともに多い。また、「既存商品・サービスの高付加価値化」や「既
存商品・サービスの販路拡大」は米国やドイツでは2019年度は高かったが2020年度には下がっ
ている。他方、「新製品・サービスの創出」、「新規事業の創出」、「ビジネスモデルの変革」、「顧客
満足度の向上」といったデジタル・トランスフォーメーション本来の目的については、米国やドイ
ツと比較すると日本はまだ低い結果となった。ただし、「ビジネスモデルの変革」や「企業文化、
働き方の変革」を回答する企業が2020年度には増えるなど、徐々にではあるが、デジタル・トラ
ンスフォーメーションの意義が浸透しつつある様子もうかがえる。
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図表1-2-4-10 デジタル・トランスフォーメーションの目的

日本 米国 ドイツ

【2020年度】

39.0
27.5

24.7

21.2

27.7
27.7

44.8

30.4
10.0

31.3

30.8
33.3

33.5
33.1

38.1

36.7

26.8
15.9

31.4

29.3

27.3
26.2

24.5

37.5

38.6

21.2

9.5

0 10 20 30 40 50
既存製品・サービスの高付加価値化

既存製品・サービスの販路拡大

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

ビジネスモデルの変革

顧客満足度の向上

業務効率化・コスト削減

企業文化、働き方の変革

他社等との関係強化

（％）

【2019年度】

39.6

27.7
22.5

18.5
22.5

26.0

41.8
21.6

8.6

38.7
42.5

35.3
28.6

29.4
35.5

29.4

22.4
12.7

38.2
36.9

27.5

26.0
22.4

35.4

38.2

20.8
7.2

0 10 20 30 40 50
既存製品・サービスの高付加価値化

既存製品・サービスの販路拡大

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

ビジネスモデルの変革

顧客満足度の向上

業務効率化・コスト削減

企業文化、働き方の変革

他社等との関係強化

（％）

日本 米国 ドイツ

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

ちなみに、令和元年版情報通信白書に掲載し
た「我が国におけるIoT、AI等の活用状況」
を引用すると、企業がIoTやAIといった先端
技術を利用する際の目的として、「業務効率の
向上」や「コストの削減」を挙げた企業が多い
一方、デジタル・トランスフォーメーションに
つながる「新事業への進出」や「新製（商）
品・サービスの開発」を挙げる企業は少なかっ
た（図表1-2-4-11）。
他方、今回のアンケート調査では、「新製

品・サービスの創出」や「新規事業の創出」を
挙げる日本企業は増えているものの、付加価値
創出のためのデジタル活用の促進は、引き続き
の課題と言えそうである。
図表1-2-4-10に載せた目的別での効果の有
無を尋ねた結果が図表1-2-4-12である。この
うち左表は、各項目をデジタル・トランス
フォーメーションの実施目的としたかどうかに関わらず、発現した効果を尋ねたもので、日本は
「業務効率化・コスト削減」で効果が出たと回答した企業が多い一方、米国やドイツでは「既存製
品・サービスの販路拡大」、「新製品・サービスの創出」、「新規事業の創出」、「ビジネスモデルの変
革」、「顧客満足度の向上」において効果が出たとの回答が日本と比べると高い結果となった。
一方、右表は、各項目をデジタル・トランスフォーメーションの実施目的として掲げた企業に限
定して、当該項目における効果の有無を尋ねた結果である。全体的に目的意識があった方が効果も
出やすいとの結果になった。

図表1-2-4-11 先端技術（IoT、AI）の活用目的（利用側）

16.5

1.8

6.3

17.5

69.5

39.3

13.1

4.3

0 20 40 60 80（％）

既存事業の規模拡大
（競争力強化）

新事業への進出（多角化）

新製（商）品・
サービスの開発

既存製（商）品・サービス
への付加価値の付与

（品質・ブランドの向上）

業務効率の向上
（従業員の負担軽減）

コスト（人件費、
保守費用等）の削減

人手不足の解消

その他

（n=763）

（出典）財務省（2018）「財務局調査による「先端技術（IoT、AI等）の
活用状況」について」
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図表1-2-4-12 デジタル・トランスフォーメーションに取り組むことによる具体的な効果

日本
米国
ドイツ

日本
米国
ドイツ

【目的の有無に関わらない場合】

20.7

21.3

22.4

16.1

26.2

20.0

42.5

26.5

5.0

0.4

11.1

28.0

33.5

35.5

36.7

37.3
35.1

31.0

23.0
14.5

0.0

1.2

24.9

31.7

28.2

32.5
24.7

33.8

30.1

18.0

7.2

0.2

3.9

0 10 20 30 40 50
既存製品・サービスの高付加価値化

既存製品・サービスの販路拡大

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

ビジネスモデルの変革

顧客満足度の向上

業務効率化・コスト削減

企業文化、働き方の変革

他社等との関係強化

その他

特に効果なし

（％）

【目的を有している場合】

37.0

35.9

39.7

33.6

44.9

37.5

67.5

51.2

20.1

0.9

54.4

49.0

53.6

53.8

52.1

50.0

49.7

43.0

43.8

0.0

46.7

51.3

42.9

48.2

46.2

54.0

56.3

44.7

43.1

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80
既存製品・サービスの高付加価値化

既存製品・サービスの販路拡大

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

ビジネスモデルの変革

顧客満足度の向上

業務効率化・コスト削減

企業文化、働き方の変革

他社等との関係強化

その他

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 6 「働き方改革」とデジタル化

働き方に関する3か国の取組状況を比較したのが、図表1-2-4-13である。日本では「テレワー
クの導入」が前年度と比べて大きく伸びたほか、「フレキシブルタイム制の導入」、「オフィス以外
の業務拠点の設置」、「本社の移転・分散、規模縮小」、「業務フローの見直しや業務改善の実施」な
どが増える結果となった。2019年度は全般的に米国・ドイツに後れを取っていたが、新型コロナ
ウイルスの感染拡大に伴い、移動や人との接触に制限がかかる中、企業活動を維持するためにこれ
ら取組が行われた結果、米国・ドイツを上回る項目も出るようになった。
米国やドイツにおいて目立つのは、「フリーアドレス制の導入」、「オフィス以外の業務拠点の設

置」、「本社の移転・分散、規模縮小」といったあたりである。

図表1-2-4-13 実施している「働き方改革」の内容

日本
米国
ドイツ

日本
米国
ドイツ

【2020年度】

67.2

39.9

21.8

15.1

17.8

9.1

30.7

21.9

11.6

13.3

9.1

6.5

36.7

33.9

37.9

27.6

28.2

25.0

21.6

21.0

15.3

17.3

8.1

1.4

44.2

31.2

22.1

27.3

25.8

16.9

20.2

20.2

16.7

10.9

6.7

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70
テレワーク（在宅勤務、モバイルワーク、

施設利用型勤務）の導入
フレキシブルタイム制（時差出勤も含む）の導入
強制的に退社させる仕組み（ノー残業デー

の徹底、端末の電源管理など）導入
フリーアドレス制の導入

オフィス以外の業務拠点（サテライト
オフィス等）の設置

本社の移転・分散、規模縮小

業務フローの見直しや業務改善の実施

従業員の意識改革やマネジメント研修の実施

裁量労働制（最低勤務時間の撤廃も含む）の導入

人事評価に生産性や効率性を採用

副業や兼業の容認

いずれも実施していない

（％）

【2019年度】

35.5

37.4

25.3

13.4

13.6

5.9

28.0

22.7

12.4

12.9

6.4

12.6

44.0

38.1

32.1

20.6

20.2

20.0

25.4

21.8

13.5

18.7

6.0

1.2

46.0

34.1

21.7

23.2

19.7

11.9

23.6

17.8

16.5

12.1

5.9

2.8

0 10 20 30 40 50 60 70
テレワーク（在宅勤務、モバイルワーク、

施設利用型勤務）の導入
フレキシブルタイム制（時差出勤も含む）の導入
強制的に退社させる仕組み（ノー残業デー

の徹底、端末の電源管理など）導入
フリーアドレス制の導入

オフィス以外の業務拠点（サテライト
オフィス等）の設置

本社の移転・分散、規模縮小

業務フローの見直しや業務改善の実施

従業員の意識改革やマネジメント研修の実施

裁量労働制（最低勤務時間の撤廃も含む）の導入

人事評価に生産性や効率性を採用

副業や兼業の容認

いずれも実施していない

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

働き方に関連したICTの導入・利用状況について尋ねたのが図表1-2-4-14である。「持ち運び
可の端末支給」や「グループウェア等の情報共有システム」、「勤怠管理ソリューション」などは

第2節 企業活動におけるデジタル・トランスフォーメーションの現状と課題

令和3年版　情報通信白書　第1部96

デ
ジ
タ
ル
化
の
現
状
と
課
題

第

章

設置の趣旨（資料） 157



2019年度の時点で日本が米国・ドイツを上回っていた。その傾向は2020年度になっても変わら
ず、日本で「遠隔会議システム」の導入が大きく伸びたのが特徴的である。他方、「オンライン商
談ツール」については日本でも導入が伸びたものの、米国・ドイツにおける導入状況とは開きがあ
る。

図表1-2-4-14 「働き方改革」関連でのICT導入・利用状況

日本
米国
ドイツ

日本
米国
ドイツ

【2020年度】

63.0

52.1

34.9

47.9

57.5

10.9

25.3

29.6

8.3

12.1

4.7

34.1

28.8

38.5

45.4

48.2

25.4

28.6

20.6

17.1

9.5

0.8

41.6

33.6

31.2

36.9

45.8

20.6

18.4

22.6

9.6

5.9

2.4

0 10 20 30 40 50 60 70

持ち運び可の端末（ノートPC、タブレット）支給

社外から社内の情報にアクセスできる仕組み

コミュニケーションツール（Slack、Workplace等）

オンライン商談ツール（Whereby、bellFace等）

電子決裁、電子契約システム

勤怠管理ソリューション

いずれも導入・利用していない

グループウェア（Google Workspace、Microsoft Office 365、
サイボウズOffice等）等の情報共有システム

遠隔会議システム（Zoom、Microsoft Teams、Webex等）

ICTを活用したヘルスケア管理の実施

ロボット、RPA（ロボティクスプロセスオート
メーション）等を活用した業務の自動化

（％）

【2019年度】

59.3

42.0

28.2

44.7

30.8

5.3

18.5

28.0

5.4

10.4

7.6

33.1

31.7

43.8

40.1

32.5
17.7

23.2

17.9

13.7

8.9
1.4

43.6

39.9

30.8

32.8

37.1
13.9

14.5

21.9
8.7

4.6

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70
持ち運び可の端末（ノートPC、タブレット）支給

社外から社内の情報にアクセスできる仕組み

コミュニケーションツール（Slack、Workplace等）

オンライン商談ツール（Whereby、bellFace等）

電子決裁、電子契約システム

勤怠管理ソリューション

いずれも導入・利用していない

グループウェア（Google Workspace、Microsoft Office 365、
サイボウズOffice等）等の情報共有システム

遠隔会議システム（Zoom、Microsoft Teams、Webex等）

ICTを活用したヘルスケア管理の実施

ロボット、RPA（ロボティクスプロセスオート
メーション）等を活用した業務の自動化

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

続いて、2020年度に電子決裁、電子契約システムを導入している企業を対象に、社内及び社外
との手続きの電子化について尋ねた結果が、図表1-2-4-15である。
日本は社内の手続きが5割程度以上電子化されている企業は概ね7割程度なのに対し、社外との
手続きは5割程度にとどまっている。また、4分の1の企業は、社外との手続きが全く電子化され
ていないとの結果になった。
他方、米国では社内の手続き、社外との手続きともに8割程度以上電子化されている企業が全体
の約半数、ドイツでは全体の約4割となっており、かつ、社内・社外による大きな差は見られない。
日本企業における電子化（デジタル化）は、社内業務の効率化に偏る傾向にあることが、この点か
らもうかがえる。
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図表1-2-4-15 社内・社外手続きの電子化の状況
【日本】

38.938.9

38.038.0

17.817.8

8.18.1

13.613.6

8.18.1

28.228.2

28.928.9

28.228.2

19.519.5

20.020.0

16.316.3

17.017.0

15.915.9

24.824.8

24.024.0

18.518.5

20.420.4

10.610.6

10.810.8

16.416.4

23.323.3

22.722.7

27.827.8

5.35.3

6.46.4

12.912.9

25.125.1

25.125.1

27.427.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

社内稟議における申請処理

社内稟議における承認・決裁処理

社内で利用する書類への押印・サイン
社内

社外 取引先等に提出する書類への押印・サイン

社外取引（グループ会社）における契約処理

社外取引（グループ会社以外）における契約処理

すべて電子化されている
8割程度電子化されている
5割程度電子化されている
2割程度電子化されている
まったく電子化されていない

社内稟議にお
ける申請処理

38.9
28.2
17.0
10.6
5.3

社内稟議にお
ける承認・
決裁処理

38.0
28.9
15.9
10.8
6.4

社内で利用する
書類への押印・
サイン

17.8
28.2
24.8
16.4
12.9

取引先等に提出
する書類への押
印・サイン

8.1
19.5
24.0
23.3
25.1

13.6
20.0
18.5
22.7
25.1

社外取引
（グループ会社）に
おける契約処理

8.1
16.3
20.4
27.8
27.4

社外取引
（グループ会社以外）
における契約処理

（％）

※集計対象は2020年度に電子決裁、電子契約システムを利用している企業（n=529）

【米国】

16.0

17.4

18.8

24.3

20.1

18.1

41.7

33.3

29.9

38.2

31.3

35.4

34.7

34.7

33.3

27.1

30.6

31.3

6.9

13.2

16.7

9.0

13.9

13.2

0.7

1.4

1.4

1.4

4.2

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

社内稟議における申請処理

社内稟議における承認・決裁処理

社内で利用する書類への押印・サイン

取引先等に提出する書類への押印・サイン

社外取引（グループ会社）における契約処理

社外取引（グループ会社以外）における契約処理

16.0
41.7
34.7
6.9
0.7

社内稟議にお
ける申請処理

17.4
33.3
34.7
13.2
1.4

社内稟議にお
ける承認・
決裁処理

18.8
29.9
33.3
16.7
1.4

社内で利用する
書類への押印・
サイン

24.3
38.2
27.1
9.0
1.4

取引先等に提出
する書類への押
印・サイン

20.1
31.3
30.6
13.9
4.2

社外取引
（グループ会社）に
おける契約処理

18.1
35.4
31.3
13.2
2.1

社外取引
（グループ会社以外）
における契約処理

すべて電子化されている
8割程度電子化されている
5割程度電子化されている
2割程度電子化されている
まったく電子化されていない

（％）

社内

社外

※集計対象は2020年度に電子決裁、電子契約システムを利用している企業（n=144）
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【ドイツ】

11.1

14.1

12.1

14.1

15.2

11.1

41.4

30.3

25.3

25.3

33.3

29.3

40.4

41.4

41.4

38.4

27.3

40.4

6.1

12.1

17.2

16.2

18.2

11.1

1.0

2.0

4.0

6.1

6.1

8.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

社内稟議における申請処理

社内稟議における承認・決裁処理

社内で利用する書類への押印・サイン

取引先等に提出する書類への押印・サイン

社外取引（グループ会社）における契約処理

社外取引（グループ会社以外）における契約処理

11.1
41.4
40.4
6.1
1.0

社内稟議にお
ける申請処理

14.1
30.3
41.4
12.1
2.0

社内稟議にお
ける承認・
決裁処理

12.1
25.3
41.4
17.2
4.0

社内で利用する
書類への押印・
サイン

14.1
25.3
38.4
16.2
6.1

取引先等に提出
する書類への押
印・サイン

15.2
33.3
27.3
18.2
6.1

社外取引
（グループ会社）に
おける契約処理

11.1
29.3
40.4
11.1
8.1

社外取引
（グループ会社以外）
における契約処理

すべて電子化されている
8割程度電子化されている
5割程度電子化されている
2割程度電子化されている
まったく電子化されていない

（％）

社内

社外

※集計対象は2020年度に電子決裁、電子契約システムを利用している企業（n=99）
（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 7 業務におけるデジタル技術の活用状況

デジタル・トランスフォーメーションに取
り組む際に活用しているICT関連技術・サー
ビスを尋ねたところ、「データ分析」、「クラ
ウド」、「スマホアプリ」が高い割合を示した
ものの、多くのICT関連技術・サービスに
おいて、日本企業の活用状況は米国・ドイツ
企業と比べて低調となっている（図表1-2-
4-16）。
社内でデジタル技術の活用を促すために
行っている取組について尋ねた結果が図表
1-2-4-17である。3か国ともに「社内説明
会・研修の実施」を行っている企業が多いと
の結果になった。また、日本では「UI・UX
の改善・改良」に取り組んでいる企業が米
国・ドイツに比べて少なく、ドイツでは「新
たな利用マニュアルの作成」に取り組んでい
る企業が少ない。
さらに、日本では「いずれも実施していな
い」という企業が約15％と多くなっている。

図表1-2-4-16 業務におけるデジタル技術の活用状況

日本
米国
ドイツ

24.3

27.9

42.0

54.2

29.6

9.7

10.2

7.1

13.6

6.7

35.1
34.9

62.7

60.5

62.3

31.2

26.8

24.0

17.9
32.1

29.3

27.3
58.1

65.5

52.5
24.7

14.1
13.9

9.1

24.1

0 10 20 30 40 50 60 70
AI

IoT

データ分析

クラウド

スマホアプリ

ブロックチェーン

ドローン/ロボット

AR/VR

RPA

5G

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済への
インパクトに関する調査研究」

図表1-2-4-17 デジタル技術の社内での活用を促すため
の取組

日本
米国
ドイツ

31.6

44.4

47.7

30.3

11.6

0.0

14.9

36.5

50.0

53.2

37.1

24.6

0.0

1.0

30.8

30.8

48.1

31.2

20.2

0.0

4.5

0 10 20 30 40 50 60

既存の利用マニュアルの掲示・配布

新たな利用マニュアルの作成

社内説明会・研修の実施

サポート担当者の配置

その他

いずれも実施していない

UI・UXの改善・改良

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済への
インパクトに関する調査研究」
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 8 デジタルデータの活用状況

ア パーソナルデータの活用
企業におけるデジタルデータの活用状況について、サービス等から得られる個人データ（パーソ

ナルデータ）の活用を尋ねた結果が図表1-2-4-18である。各国とも2019年度に比べて2020年度
においてデータの活用を伸ばす結果となっている。日本企業では、2020年度に著しく伸びてい
る＊29ものの、「積極的に活用している」及び「ある程度活用している」を合計しても5割弱にとど
まった。前年度に比べれば上昇したものの、依然として米国及びドイツとは差がある状況である。
他方、米国では、パーソナルデータを「積極的に活用している」との回答が2020年度に減少す

る結果となった。この間、巨大デジタル・プラットフォーマーがパーソナルデータを収集すること
への懸念が米国内で高まっていることの影響も考えられる。

図表1-2-4-18 企業におけるパーソナルデータの活用状況

既に積極的に活用している
活用する予定はない わからない

ある程度活用している まだ活用できていないが、活用を検討している

14.3

16.0

51.0

33.5

35.0

36.2

10.8

33.3

17.0

39.3

26.0

44.7

5.7

21.7

8.0

18.3

8.0

12.2

6.3

12.3

1.0

6.5

9.0

4.5

62.8

16.6

23.0

2.4

22.0

2.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

日本（2019年度）

（2020年度）

米国（2019年度）

（2020年度）

ドイツ（2019年度）

（2020年度）

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

さらに、パーソナルデータの取扱いや利活用に関し、現在又は今後想定される課題や障壁につい
て、当てはまるものを尋ねた（図表1-2-4-19）。いずれの国でも「個人データの管理に伴うインシ
デントリスクや社会的責任の大きさ」が最も高く、「個人データの収集・管理に係るコストの増大」
がそれに次ぐ結果となった。他に特徴的な結果として、米国では「個人データの取扱いに係るレ
ピュテーションリスク」を選択した回答者が他の2か国と比べても高く、日本では、「データを取
り扱う（処理・分析等）人材の不足」を選択する回答者が多かった＊30。

＊29 ただし、2019年度に「わからない」との回答が6割以上を占めており、実際には2019年度の時点でデータ活用を行っていた可能性は
否めない。

＊30 令和2年版情報通信白書に掲載した前回調査と比較すると、日本やドイツにおいては、インシデントリスクや社会的責任の大きさを懸念
する回答者の割合が最も高く、引き続き懸念が解消されていないことが分かる。また、「特に課題・障壁はない」との回答は3か国とも大幅
に低下し、「定義が不明瞭」、「収集・管理に係るコストの増大」及び「レピュテーションリスク」は3か国とも増加している。なお、人材不
足との回答は、今回調査において、日本では増加したのに対し米国・ドイツでは低下した。
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図表1-2-4-19 パーソナルデータの取扱いや利活用に関して現在又は今後想定される課題や障壁（複数選択）

日本
米国
ドイツ

25.1

30.4

40.5

20.1

23.8

23.3

0.2

16.8

26.6

42.1

47.2

34.3

22.8

14.5

0.0

5.8

26.0

35.4

39.1

25.6

21.3

12.1

0.0

10.2

0 10 20 30 40 50

個人データの定義が不明瞭である（個人データに該当するかの
判断が困難）

個人データの収集・管理に係るコストの増大

個人データの管理に伴うインシデントリスクや社会的責任の
大きさ（データ漏えい等）

個人データの取扱いに伴うレピュテーションリスク（法的には
問題なくても、消費者からの反発など）

ビジネスにおける個人データの利活用方法の欠如、
費用対効果が不明瞭

データを取り扱う（処理・分析等）人材の不足

その他

特に課題・障壁はない

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

イ 産業データ（パーソナルデータ以外のデータ）の活用
次に、製品の稼働状況、利用状況といった、製品やサービスから得られる個人データ以外のデー
タの活用状況を尋ねた結果、日本の企業では5割弱が「積極的に活用している」又は「ある程度活
用している」と回答したのに対し、米国やドイツにおいては、7割前後の企業が「積極的に活用し
ている」又は「ある程度活用している」と回答している（図表1-2-4-20）。パーソナルデータの結
果と同様に、日本企業によるデータ活用の取組が増えているものの、海外企業との間には依然とし
て開きがある。

図表1-2-4-20 パーソナルデータ以外のデータの活用状況

既に積極的に活用している
活用する予定はない わからない

ある程度活用している まだ活用できていないが、活用を検討している

12.2

12.7

27.0

28.4

26.0

30.1

10.8

33.7

28.0

39.5

27.0

40.4

6.2

28.0

9.0

23.0

16.0

17.8

5.3

8.6

6.0

6.7

8.0

9.5

65.5

17.0

30.0

2.4

23.0

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

日本（2019年度）

（2020年度）

米国（2019年度）

（2020年度）

ドイツ（2019年度）

（2020年度）

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

パーソナルデータ以外のデータの取扱いや利活用に関する課題や障壁については、データの
フォーマット等のばらつきやデータ品質の確保といった「データの収集・管理に係るコストの増
大」や「個人データとの線引きが不明瞭」、「データの所有権の帰属が自社ではない又は不明な場合
があること」、「ビジネスにおける収集等データの利活用方法の欠如、費用対効果が不明瞭」といっ
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た回答が上位を占めた。なお、日本企業では、パーソナルデータへの回答と同様に、「データを取
り扱う（処理・分析等）人材の不足」を挙げる回答者が他の2か国と比べて多い結果となった（図
表1-2-4-21）。

図表1-2-4-21 パーソナルデータ以外のデータの取扱いや利活用に関して現在又は今後想定される課題や障壁（複数選択）

日本
米国
ドイツ

28.1

37.8

24.2

30.4

27.6

0.1

18.1

32.5

49.8

35.1

30.8

21.4

0.2

6.0

29.7

40.8

30.1

27.8

14.1

0.0

11.7

0 10 20 30 40 50 60

個人データとの線引きが不明瞭
（個人データに該当しないという判断が困難）

データの収集・管理に係るコストの増大（データのフォーマット等
が共通化されていない、データ品質の確保等）

データの所有権の帰属が自社ではない又は不明な場合があること

ビジネスにおける収集等データの利活用方法の欠如、
費用対効果が不明瞭

データを取り扱う（処理・分析等）人材の不足

その他

特に課題・障壁はない

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 9 デジタル・トランスフォーメーションにおける課題

デジタル・トランスフォーメーションを進める上での課題について尋ねた結果が図表1-2-4-22
である。「人材不足」はいずれの国でも上位に来ているが、日本は特に多く、ダントツの1位となっ
ている。他には「費用対効果が不明」、「資金不足」、「ICTなど技術的な知識不足」、「既存システ
ムとの関係性」といったあたりが上位となっている。
米国では、「業務の変革等に対する社員等の抵抗」、「規制・制度による障壁」、「文化・業界慣習

による障壁」も他の2か国と比べて高くなっているのが特徴的である。
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図表1-2-4-22 デジタル・トランスフォーメーションを進める際の課題

日本
米国
ドイツ

53.1

26.9

20.1

32.8

13.5

15.3

23.8

25.8

8.4

12.1

13.1

3.8

0.2

8.5

27.2

27.6

29.8

30.8

26.4

21.8

26.0

21.4

14.9

11.9

15.3

7.7

0.2

4.6

31.7

18.4

20.0

31.2

20.4

15.8

21.7

22.1

10.6

5.2

10.9

3.3

0.2

6.3

0 10 20 30 40 50 60

人材不足

資金不足

業務の変革に対する社員等の抵抗

費用対効果が不明

規制・制度による障壁

文化・業界慣習による障壁

ICTなど技術的な知識不足

既存システムとの関係性

検討する時間がない

アイデアが出ない

情報流出懸念（セキュリティ不安）

失敗が許されない企業風土

その他

特に課題はない

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

いずれの国でも上位に挙がった人材について、具体的にどのような人材が不足しているか尋ねた
結果が図表1-2-4-23である。いずれの人材も「大いに不足している」又は「多少不足している」
と回答した企業が、いずれの国でもほぼ6割以上となっている。
他方、日本は他の2か国と比べて「そのような人材は必要ない」との回答比率が高く、「UI・
UXに係るシステムデザインの担当者」、「AI・データ解析の専門家」については1割程度の企業が
そのように回答している。
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図表1-2-4-23 デジタル・トランスフォーメーションの推進にあたって不足している人材

大いに不足している 多少不足している 不足していない そのような人材は必要ない

【日本】

【米国】 【ドイツ】
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（％）

（％） （％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

不足しているデジタル人材の確保・育成に向けて各企業がどのように取り組んでいるかを尋ねた結
果が、図表1-2-4-24である。日本では「社内・社外研修の充実」を挙げる企業が多い一方、「特に何
も行っていない」との回答比率も高く、社内の現有戦力で乗り切ろうとしている傾向がうかがえる。
他方、米国は「デジタル人材の新規採用」、「デジタル人材の中途採用」、「関連会社からの異動・

転籍」が他の2か国よりも多い。もともと雇用が流動的な国であるが、社内で不足する人材は外部
から積極的に登用しようとする姿勢がみてとれる。
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図表1-2-4-24 デジタル人材の確保・育成に向けた取組

日本
米国
ドイツ

47.3

29.9

28.1

36.1

24.5

9.9

0.5

18.5

41.1

36.1

49.8

40.7

27.0

16.5

0.0

1.6

34.9

46.9

43.8

25.2

22.4

6.1

0.0

4.6

0 10 20 30 40 50 60

社内・社外研修の充実

資格取得の推奨・補助

デジタル人材の新規採用

デジタル人材の中途採用

社内の配置転換

関連会社からの異動・移籍

その他

特に何も行っていない

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

ちなみに、我が国ではICT人材がICT企業に
多く配置されていることが指摘されている。令和
元年版情報通信白書に掲載した独立行政法人情報
処理推進機構の調査によると、ICT企業に所属
するICT人材の割合は、2015年時点で日本が
72.0%であるのに対し、米国では34.6%、英国
では46.1%、ドイツでは38.6%等となっており、
ユーザ企業におけるICT人材の確保は以前から
の課題となっている（図表1-2-4-25）。
図表1-2-4-22の課題で挙がっていた既存シス

テム（レガシー）との関係性について、具体的な
課題を尋ねた結果が図表1-2-4-26である。もと
もと既存システムの存在を問題視する企業は、各
国とも2割程度存在しているが（図表1-2-4-22
参照）、「機能が制約となってビジネスプロセスを
変えられない」との回答がいずれの国でも多い結果となった。デジタル・トランスフォーメーショ
ンを進めていく上で、既存システムの存在が壁となっている状況がうかがえる。

図表1-2-4-25 主要国におけるICT人材の配置

7272

3535

4444

4646

3939

4747

0 50 100（％）

日本

米国

カナダ

イギリス

ドイツ

フランス

ICT企業 ユーザ企業

（出典）令和元年版情報通信白書
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図表1-2-4-26 デジタル・トランスフォーメーションの課題（既存システム）

日本
米国
ドイツ

39.8

60.0

41.5

20.0

1.3

39.8

55.6

50.9

29.6

0.0

37.8

64.7

41.2

16.8

0.8
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その他

既存システムとWebサイトやスマホアプリと
連携できない

既存システムの機能が制約となって
ビジネスプロセスを変えられない

既存システムから必要なデータを取り出せない

既存システムの保守・運用コストが高く
DXに予算を回せない

（％）

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 10 デジタル・トランスフォーメーションの進展による影響

ア デジタル・トランスフォーメーションの進展度と売上高の関係
続いて、各企業におけるデジタル・トランスフォーメーションの取組状況に応じて、デジタル・

トランスフォーメーション（DX）の進展度＊31を1から3まで定義し、進展度に応じて、企業の売
上高にどのような影響があるかを測定した。
いずれの国においても、DX進展度の高い企業ほど、2020年度は2019年度に比べて売上高が増

加したと回答した企業の比率が高い結果となった。デジタル・トランスフォーメーションの取組と
売上高との因果関係はこのデータだけでは読み取れないが、相関関係は有していることは明らかと
なった（図表1-2-4-27）。

＊31 ここでは以下の定義に基づいて、各企業におけるDX進展度を設定している。
DX進展度1：「DXに関連した取組」を2019年度、2020年度のいずれにおいても実施していない企業
DX進展度2： 「DXに関連した取組」を2019年度、2020年度のいずれかにおいて1つ以上実施しており、かつ、2019年度に「明確な部署・

プランの策定」を1つも実施していない企業
DX進展度3： 「DXに関連した取組」を2019年度、2020年度のいずれかにおいて1つ以上実施しており、かつ、2019年度に「明確な部署・

プランの策定」を1つ以上実施している企業
※ DXに関連した取組：図表1-2-4-9にある「推進部署の立ち上げ」、「推進担当の設置」、「DXビジョン・ロードマップの策定」、「DXに関連
する教育・人材育成プランの策定」、「外部企業等との連携・協業の推進」及び「主導側と現場側との意識合わせ」の6つの取組

※ 明確な部署・プランの策定：「DXに関連した取組」から「外部企業等との連携・協業の推進」及び「主導側と現場側との意識合わせ」を除
いた4つの取組
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図表1-2-4-27 デジタル・トランスフォーメーションの進展度と売上高（前年度からの比較）

20％以上増加
1％以上～ 10％未満減少 10％以上～ 20％未満減少 20％以上減少 わからない

10％以上～ 20％未満増加 1％以上～ 10％未満増加 不変（±1％未満）
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（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

イ デジタル・トランスフォーメーションが進展した場合における売上高への影響（シミュレー
ション）
我が国において、デジタル・トランスフォーメーションに取り組む企業の進展度が米国並みに増
加した場合を想定し、売上高にどの程度のインパクトがあるのかをシミュレーションした。
シミュレーションでは、アンケート調査の回答及び「法人企業統計調査（令和2年10～12月期
の結果）」＊32をもとに、デジタル・トランスフォーメーション実施企業及び未実施企業の業績（売
上高の増減の平均）を計算した。なお、実施企業については、DX進展度（脚注31参照）に分け
て売上高の増減を計算した＊33。
続いて、デジタル・トランスフォーメーションに取り組む企業が米国並み＊34になった場合、我
が国の産業全体でどの程度（対前年度比）売上高が増加するのか、製造業と非製造業に分けてシ
ミュレーションを行った。
シミュレーションの結果が図表1-2-4-28である。製造業では5.7％、非製造業では4.2％の売上

高押し上げ効果が見られた。これを金額に換算すると、製造業では約23兆円、非製造業では約45
兆円の押し上げ効果となる。

＊32 アンケート調査は令和3年2-3月に実施したが、その時点では法人企業統計調査の令和３年1-3月期の結果は未公表であったため、令和
2年10-12月期（製造業：－5.4％、非製造業：－4.1％）と同値と仮定した場合における年率（製造業：－11％、非製造業：－9％）を用
いてシミュレーションを行った。

＊33 アンケート（図表1-2-4-27）に回答した日本企業の比率を、実際に存在する企業の比率に比重調整を行った上で、DX進展度1～3の構
成比を算出した。

＊34 デジタル・トランスフォーメーションに取り組んでいる日本企業の比率（比重調整後）を、DX進展度1～3の構成比を変えずに、デジ
タル・トランスフォーメーションに取り組んでいる米国企業の比率（製造業：63.6％、非製造業：55.9％）に拡大した場合における売上高
の押し上げ効果を試算した。

第2節企業活動におけるデジタル・トランスフォーメーションの現状と課題

令和3年版　情報通信白書　第1部 107

デ
ジ
タ
ル
化
の
現
状
と
課
題

第

章

設置の趣旨（資料） 168



図表1-2-4-28 シミュレーションの結果

【製造業】 【非製造業】

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

 11 まとめ

アンケート結果から、我が国企業が実施するデジタル・トランスフォーメーションの傾向につい
てまとめると以下のとおりである。
まず、デジタル・トランスフォーメーションの取組状況は、業種や事業規模、地域（本社所在

地）によって大きく異なっている。業種別では情報通信業や金融業・保険業が他の業種より取組が
進んでいるとの結果が出たほか、大企業と中小企業、都市と地方で、取組状況に明確な差が生じて
いる。
取組体制については、デジタル・トランスフォーメーションの主導者として、「社長・CIO・
CDO等の役員」や「外部コンサルタント・パートナー企業等」を挙げる日本企業は少ない結果と
なった。
デジタル・トランスフォーメーションの目的や効果について、日本企業は「業務効率化・コスト

削減」を挙げる回答が多く、「企業文化、働き方の改革」がそれに次ぐ結果となっている。後者は
2020年度に伸びていることから、コロナ禍に伴い働き方改革（テレワーク等）及びそれに伴う
ICT導入（可搬端末の支給、遠隔会議システムの導入等）を行う企業が増えたとのアンケート結
果とも連動しているものと考えられる。他方、米国やドイツでは、「新製品・サービスの創出」、
「新規事業の創出」、「ビジネスモデルの変革」及び「顧客満足度の向上」といった回答が多い結果
となった。
社内及び社外手続きの電子化について、日本は社内と社外とで電子化の状況に差が生じており、

この点からも社内業務の効率化を重視していることがうかがえる。
また、デジタル技術の活用状況は、日本企業はクラウド以外に関しては、特に米国企業と比較し

た場合に大きな差が生じている。また、デジタルデータの活用も、日本企業は伸びているものの、
米国企業及びドイツ企業との間には依然として差が存在している。
デジタル・トランスフォーメーションを進める上での課題として、特に日本企業は人材不足を挙

げているが、人材確保に向けた取組として、日本企業は「社内・社外研修の充実」を挙げているほ
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か、「特に何も行っていない」との回答が多い結果となった。対照的に米国では、デジタル人材の
新規・中途採用に積極的との回答が多い結果であった。
これらの結果を総合すると、日本企業におけるデジタル・トランスフォーメーションは、社内業
務の効率化など、社内で完結する「内向き」の取組であると言えよう。コロナ禍でさらに厳しくな
る環境において、企業の存続・発展につなげていくには、デジタル・トランスフォーメーションの
本来の趣旨（第2項1参照）に鑑みて、新たなサービスの創出や事業拡大を目的とし、外部との連
携や外部リソースの活用などを積極的に進める「外向き」の取組へと進化させることが、デジタ
ル・トランスフォーメーションの本来の効果を生み出す意味でも必要と考えられる。

 5 デジタル・トランスフォーメーションに取り組む上で必要な変革
本節の締めくくりとして、企業がデジタル・トランスフォーメーションに取り組む上で必要な変
革について、アンケート調査及び事例調査を基に検討に際してのポイントをまとめた。第3項で述
べたのと同様に、企業が直面する状況によって、変革すべきポイントも変わるものであることか
ら、企業自身で必要な変革について検討することが重要である。

ア 社内の意識改革
デジタル化の波が押し寄せる中、デジタル企業が既存企業等を脅かすデジタル・ディスラプショ
ンが国内外で既に発生している。それにもかかわらず、我が国の企業は、デジタル化による影響を
認識しながらも、デジタル・トランスフォーメーションの実施に踏み切れていない。必要性を認識
する人間が経営層や社員の一部にとどまり、社内全体で危機意識の共有が図られていないことも考
えられる。コロナ禍を契機としてデジタル化が加速する中、社内の意識を改革し、デジタル・トラ
ンスフォーメーションの必要性を共有することが何よりも重要である。加えて、手段から入るので
はなく、自社の事業や製品／サービスが抱える問題やその改善の機会を探索し、自社の問題を明確
化することから取り組むべきであろう＊35。

イ 組織の改革、推進体制の構築
デジタル・トランスフォーメーションは、業務を単にデジタルに置き換えるのではなく、ビジネ
スモデルや組織、文化の変革を伴うものである。したがって、最初は特定の部署に限定した取組で
あっても、企業全体を巻き込んだ取組に発展する可能性がある。
そこで、デジタル・トランスフォーメーションを推進するための体制構築が重要となる。日本は
米国・ドイツと比べて経営層（社長、CIO、CDO等）の関与が少ないとの結果が出ていたが、全
社的な取組になるほど上層部による主導が重要と考えられる。また、専門組織を設置して主導する
場合には、企業全体に関与できるだけの権限の付与も必要となってくるであろう。

ウ 実施を阻害する制度・慣習の改革
デジタル・トランスフォーメーションの実施を阻害するものとして規制・制度や文化・業界慣習
の存在を挙げる企業は多い。法令に定められた規制・制度や業界横断的な慣習を一社の力で変える

＊35 塩谷・小野﨑（2021）「日本における情報サービス業の変遷と今後の展望－時系列整理とDXへの取り組みを中心に」情報通信総合研究
所, InfoCom Economic Study Discussion Paper Series, No. 17では、ユーザ企業において実践する上で重要な点について、ベンダー企業と
の関係、経営層、人材から整理している。ベンダー企業との関係において自社の課題や対応方針を論理的に伝え、ベンダー企業への丸投げの
状態を改善し、システムのブラックボックス化等の阻害要因を取り除くことが重要である点を指摘している。
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ことはなかなか難しいが、社内に限定した制度・慣習の変革は、上層部の判断一つで変革すること
が可能である。例えば、業務をデジタルで完結できない手続き（書面・対面・押印など）、リモー
トでの勤務を認めない就業規則、端末やデータの社外持ち出しを全面的に禁止するセキュリティポ
リシーなど、見直すべきポイントは随所に存在している。

エ 必要な人材の育成・確保
デジタル人材の不足を指摘する意見は特に我が国では多い。デジタル・トランスフォーメーショ

ンの推進に必要な人材は、デジタル技術に詳しい人材だけでなく、ビジネスを理解する人材や、最
近では、デザイン思考の重要性が指摘されるなど、UI/UXを意識したデジタルデザインができる
人材も必要と言われている。これらを全て兼ね備えた人材が社内に存在することが理想であるが、
現実には難しいと言わざるを得ない。
また、日本はデジタル・トランスフォーメーションの実施に必要な人材について、内部での育成

を志向する様子がうかがえる。他方、米国やドイツでは、外部からの人材登用等で対応する傾向に
ある。今後、我が国でも外部のリソースを活用しながら取組を進める「オープン志向」が重要とな
るであろう。
また、高度なデジタル人材が育つような環境作りも重要となる。社会人になってから学び直すこ

とでより高度な知識を獲得する「リカレント教育」も手法の一つとして有用であろう。

オ 新たなデジタル技術の導入・活用によるビジネスモデルの変革
デジタル企業がデジタル技術を活用することで新たなコスト構造に適したビジネスモデルを構築

することは、既存企業にとって大きな脅威となる。それに対抗するには、既存企業の側も新たなデ
ジタル技術を導入・活用することでビジネスモデルを変革させることが重要となる。日本企業はア
ンケート結果からは米国やドイツの企業と比べると、デジタル活用は不十分と言わざるを得ない結
果となっている。他方、新興国ではデジタルの普及が急速に進んだ結果、新たなデジタル企業が相
次いで登場し、世界への進出を図っている。市場がグローバル化する中、国内外を問わず出現する
ディスラプターに対抗するには、デジタル技術を導入・活用することで新たな付加価値を付与する
取組を進める必要がある。

カ その他
アンケート結果ではレガシーシステムの存在がデジタル・トランスフォーメーションを進める上

での障壁との意見もみられる。従来の業務の進め方を前提に構築されたレガシーシステムを刷新
し、クラウド等のウェブ上に存在するリソースの活用を前提とした業務への改革が重要である。従
来のレガシーシステムの代わりに導入したシステムがまたレガシーとなることのないよう注意すべ
きである。
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出典：総務省ホームページ　情報通信統計データベース 
「令和3年度版情報通信白書」PDF版 
（P.88～P.110を抜粋） 
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/index.html
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